
令和 4 年度 第５回廿日市市廃棄物減量等推進審議会 次第 

 

開催日時：令和 4 年 9月 30 日（金）9：30～ 

開催場所：はつかいちエネルギークリーンセンター大会議室 

 

 

 

１ 開会 

２ 前回議事録の確認       資料１ 

３ 審議会のスケジュール      資料２ 

４ 審議 

 １）第 3 次廿日市市一般廃棄物処理基本計画における基本理念等  資料３ 

 ２）第 3 次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策 資料４ 

 ３）ごみ排出量等に目標値及び将来人口の推計    資料５ 

 ４）第 3 次廿日市市一般廃棄物処理基本計画における生活排水処理の施策 資料６ 

 ５）生活排水処理に係る目標値及び生活排水処理形態別人口の推計    資料７ 

５ その他 

６ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配布資料】 

○令和 4年度第 4 回廿日市市廃棄物減量等推進審議会 議事録   資料１ 

 ○廿日市市廃棄物減量等推進審議会のスケジュールについて   資料２ 

 ○第 3次廿日市市一般廃棄物処理基本計画における基本理念等について  資料３ 

 ○第 3次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策の検討  資料４ 

 ○ごみ排出量等に係る目標値及び将来人口の推計について   資料５ 

 ○第 3次廿日市市一般廃棄物処理基本計画における生活排水処理の施策の検討 資料６ 

 ○生活排水処理に係る目標値及び生活排水処理形態別人口の推計について  資料７ 
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第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策の検討 

 

１．ごみ減量化施策の検討手順 

 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画（以下、「本計画」といいます。）におけるごみ減量化

施策の検討手順は、以下に示すとおりです。 

 

１．検討手順の設定  

↓ 

２-１．現計画におけるごみ減量化施策の実施状況の整理 

↓ 

２-２．現計画におけるごみ減量化施策の継続可否の検討及び決定 

↓ 

２-３．実施状況等を踏まえた本計画におけるごみ減量化施策（素案）の検討 

↓ 

３．ごみ減量化施策の構成の検討 

↓ 

４．ごみ減量化施策の内容の検討、決定（本計画での追加施策含む） 

 

２．現計画におけるごみ減量化施策の実施状況の整理及び継続可否の検討 

 現計画におけるごみ減量化施策の実施状況及び継続可否の検討結果（概要及び詳細）は、以下

に示すとおりです。 

 

【継続・統合】No.1 市民への情報発信 【継続・統合】No.16 事業系ごみの資源ごみ分別指導 

【移行】No.2 リサイクルプラザの有効活用 【統合】No.17 資源回収業者の協力 

【統合・廃止】No.3 市民・事業者交流イベントの開催 【統合・継続】No.18 小型家電製品のリサイクル 

【統合】No.4 事業者向けごみ減量化等啓発資料作成 【継続】No.19 福祉向上のための収集サービス（ふれあい収集）

【継続・統合】No.5 排出事業者への減量指導等 【継続・廃止】No.20 ごみ収集運搬業の許可 

【統合・廃止】No.6 店頭回収・簡易包装協力店の普及 【移行】No.21 収集運搬の効率化 

【継続】No.7 廃棄物減量等推進審議会の運営 【継続】No.22 旧焼却施設の解体と跡地の有効利用 

【継続】No.8 公衆衛生推進審議会との連携 【廃止】No.23 新ごみ処理システムの構築 

【継続】No.9 資源回収報奨金制度 【継続】No.24 終処分場の延命化と維持管理 

【継続】No.10 生ごみ処理機等購入費補助制度 【廃止・継続】No.25 災害廃棄物対策 

【廃止】No.11 家庭系ごみ処理の有料化導入 【継続】No.26 不法投棄対策 

【廃止】No.12 レジ袋の有料化 【継続・廃止】No.27 在宅医療廃棄物対策 

【継続】No.13 警告シールによる正しいごみ分別の啓発 【廃止・継続】No.28 資源ごみ持ち去り対策 

【継続】No.14 正しい分け方を促進するための広報・啓発資料作成  

【統合】No.15 転入者等への啓発  

資料４
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（１） 

市民・事業者

へ意識の向

上 

市民への情報発信 

【注力施策】 

No.1-1 

 増加している家庭からの紙おむつや在宅医療廃棄物の

適正処理および削減への取組等を盛り込んだ環境教育資

料、パンフレット等を作成します。 

 市ＨＰや市広報誌、ごみ分別アプリで情報を発信して

います。平成 30 年度末に、燃やせるごみの有料化制度の

説明・周知のため、パンフレットを全戸配布しています。

また、令和元年度末に家庭ごみの正しい分け方の早見表

及びポスターを全戸配布しています。 

 アンケート調査より、約 50％（682 人/1,353 人）

の市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・アンケート問 13 及び問 14 より、施策の周

知が足りないという意見があったため。 

・在宅医療廃棄物に関しては、No.27 と統合

した。（No.27 に記載） 

・早見表及びポスターに関しては No.14 と統

合した。（No.14 に記載） 

 市ホームページ、広報誌及びごみ分別アプリで、ごみ

の分別に関する情報及び市が取り組んでいるごみ減量化

施策に関する情報を発信します。 

 
※内容を明確化 

No.1-2 

 出前講座の開催場所や日時を検討し、参加促進を図り

ます。 

 市が主催する出前講座の開催状況は、下表のとおりで

す。 

 

 

 

 

 参加人数は増加（新型コロナウイルスの影響で R2

は減少） 

 

 

 

 

継続 

（一部内容変更）

・アンケート問 14 にて、実施を望む意見が

寄せられたため。 

・一定数の参加があり、情報発信のツールと

して活用が期待できるため。 

 

 ごみの分別及び市が取り組んでいるごみ減量化施策に

関する情報についての出前講座を開催します。  
※出前講座で取り扱う情報を明確化 

No.1-3 

 スマートフォンアプリの活用実態を調査し、その運用

方法等について改善します。 

 平成 29 年 9 月からごみ分別アプリの利用が開始され、

令和 3 年 9 月時点においてダウンロード数は 10,957 人

となっています。 

 

統合 

（他施策で対応）

・No.1-1 で対応できているため。（ごみ分別

アプリの登録数を増やすことが目的では

なく、ごみの分別について情報発信し、市

民に周知することが目的である。） 

No.1-4 
 はつかいちエネルギークリーンセンターや市民センタ

ーにおいて、リサイクルに関する啓発講座を開催します。 

 ※No.2 より移行 

リサイクルプラザの

有効活用 

No.2 

 リサイクルプラザを市民発案・参加型施設とするなど、

利用促進の向け実施計画の見直しを行い、施設の新たな

活用方法を運用していきます。 

 はつかいちリサイクルプラザや市民センターにおい

て、リサイクルに関する啓発講座を実施しています。 

 

・講座         施設見学（小学校） 

 H30：73 回（464 人） H30： 7 校（943 人） 

 H31：64 回（378 人） H31：11 校（655 人） 

 R2 ：38 回（252 人） R2 ： 2 校（3 人） 

 講座参加人数合計：175 回実施、1,094 人参加 

 施設見学参加人数合計：20 校 1,601 人見学 

平成 30 年度以降、講座等への参加人数は減少してい

ます、その理由として新型コロナウイルス感染防止

の対応が考えられますが、多くの人に啓発出来たと

思います。 

移行 

・No,1-4 に移行した。（リサイクルプラザ等

で実施している内容が啓発講座であり、

「市民への情報発信」で整理したほうがわ

かりやすいため。） 

市民・事業者交流イ

ベントの開催 

No.3-1 

 地域ごとのイベントに積極的に参加します。そのため、

地域振興、農業や産業等との共催など、調査・検討を行い

ます。 

 廿日市市環境フェスタ、市民センターまつり、各地域

で開催のイベントでのブースの出展等を行っています。

 H30:4 カ所（782 人来場） 

 H31:4 カ所（491 人来場）※1 カ所来場者不明 

 R2:0 カ所 

 来場者数合計：8 カ所出展、1,273 人来場 

平成 30 年度以降、来場者数は減少しています、その

理由として新型コロナウイルス感染防止の対応が考

えられますが、多くの人に啓発出来たと思います。

統合 

（他施策で対応）

・No.1-1、No.1-4 で対応できているため。（出

前講座や啓発講座にて交流が図れている

と考えられる。） 

No.3-2 

 ごみ減量アイデアについては、具体的な取組に発展さ

せるため、実践家庭での実績、インタビュー等を行うな

ど、その活用のための情報発信を行っていきます。 

 アンケート調査「その他」でごみ処理等に関する意見

を広く募集します。 

 

廃止 

・インタビュー先の選定が困難であり、実現

の可能性が低いため。 

 

 

 

 

 

 

年度 開催箇所数 参加人数

H28 21 384

H29 5 142

H30 2 不明

R1 32 669

R2 － －

ごみの減量化・資源化の促進

主な内容

※ごみの処理の現状、有料化に伴う変更点、燃やせるごみの減量方法

家庭ごみの有料化説明会※

ごみの減量化・資源化の促進

ごみの減量化・資源化の促進

年度 開催箇所数 参加人数

H28 2 22

H29 － －

H30 11 383

R1 27 714

R2 2 67 ごみの減量化・資源化の促進

ごみの減量化・資源化の促進

ごみの減量化・資源化の促進

－

ごみの減量化・資源化の促進

主な内容
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（１） 

市民・事業者

へ意識の向

上 

事業者向けごみ減量

等啓発資料作成 

No.4 

 事業者向け啓発資料の作成及び配布します。資料を有

効に活用してもらうため、関連団体を通じた情報提供を

行います。 

 事業者専用の啓発資料はありませんが、事業系一般廃

棄物も選別方法は家庭系と同じなので、家庭系啓発資料

と兼用しています。マットレスの搬入方法など、周知が

必要な物について個別の資料を作成しています。 

 収集運搬業者からの聞き取り調査結果として、業

者によって減少しているところ、増加しているとこ

ろ、変わらないとところが確認できました。 

また、事業系ごみの排出量は、令和元年度以降減少し

ていますが、新型コロナウイルスの影響があると考

えられるため、一概に施策による効果で減少してい

るとは言えない状況です。 

統合 

（他施策で対応）

・No.5-1、No.5-3 で対応できているため。（施

策の目的は事業者によるごみの減量化に

関してあり、No.5-1 や No.5-3 の目的と同

じである。） 

 

排出事業者への減量

指導等 

No.5-1 

 排出事業者や収集運搬許可業者に対し、分別指導等を

行います。 

  平成 28 年度に大量排出事業者（7 社）に対して、減

量化対策要請を行いました。また、令和 4 年 2 月に許可

業者の更新があるため、その更新のタイミングで分別指

導等を実施する予定です。 

  収集運搬業者からの聞き取り調査結果として、

業者によって減少しているところ、増加していると

ころ、変わらないとところが確認できました。 

また、事業系ごみの排出量は、令和元年度以降減少し

ていますが、新型コロナウイルスの影響があると考

えられるため、一概に施策による効果で減少してい

るとは言えない状況です。 

継続 

（一部内容変更）

・事業者によるごみの減量化は必要であるた

め、No.5-1 と No.5-3 で分割して整理した。

（収集運搬業者は、ごみの減量化に影響を

与えにくいため内容から削除した。） 

 大量排出事業者に対し、減量化対策要請を行います。 ※内容を分割整理 

No.5-2 

 排出事業者に対し、自らによる回収などの協力を要請

します。 

  平成 28 年度に大量排出事業者（7 社）に対して、減

量化対策要請を行いました。また、令和 4 年 2 月に許可

業者の更新があるため、その更新のタイミングで分別指

導等を実施する予定です。 

 

統合 

（他施策で対応）

・本施策は「事業者によるごみの排出抑制」

が目的であり、No.5-1 で対応できているた

め。 

No.5-3 
 排出事業者に対し、市ホームページ等にてごみの減量

化に関して要請します。 

※内容を分割整理 

（２） 

流通・販売事

業者の協力

推進 

店頭回収・簡易包装

協力店の普及 
No.6-1 

 事業者が行う活動、取組を紹介するなど、市民に対し

情報提供を行います。 

 廃棄物処分の問合せに対して、市内業者でリサイクル

可能な物であれば案内しています。 

 古紙、鉄の資源買い取り業者（サヤミット、安田金

属、第一山陽 等）、リサイクルプラスチック受け取

り業者（フレスタ、ビック、マックスバリュー 等）

の店頭回収などを紹介しています。 

統合 

（他施策で対応）

・No.1-1 と統合した。（No.1 に記載） 

No.6-2 

 販売事業者に対し、自主回収や簡易包装等の実施など

協力を要請すると共に、販売事業者等の取組の問題点等

の調査・把握、解決方法の提供等の支援を行います。 

 実施しておりません。  

廃止 

・販売事業者等の取り組みの調査等は、実施

することが困難であり、また、ごみの減量

化に関する周知であれば、No.5-3 で対応で

きているため。 

（３） 

協議体制の

整備 

廃棄物減量等推進審

議会の運営 

No.7 

 廃棄物減量等推進審議会を設置し、市民や事業者の意

見を募り、効率的な施策を実践します。 

 廃棄物減量等推進審議会の運営は、継続して行ってい

ます。 

 審議内容：指定ごみ袋の外装袋の使用について、電

池回収ＢＯＸについて、不法投棄監視カメラについ

て、持ち去り禁止条例について、家庭ごみの有料化に

ついて、出前講座について、第 2 次一般廃棄物処理

基本計画について（進捗、後期）、ごみ減量化アイデ

アについて、一般廃棄物処理施設（はつかいちエネル

ギークリーンセンター）について 

継続 

（一部内容変更）

・施策の実施状況及び効果の確認を行うな

ど、一般廃棄物処理基本計画に関して審議

する場が必要なため。 

No.7 

 廃棄物減量等推進審議会を設置し、ごみ減量化施策の

実施状況及び効果等の確認をはじめ、一般廃棄物処理基

本計画に関する事項について審議します。 

 ※審議内容を明確化 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（３） 

協議体制の

整備 

公衆衛生推進協議会

との連携 

No.8 

 公衆衛生推進協議会と連携し、地域からの意見を汲み

上げます。 

 公衆衛生推進協議会と、啓発活動やイベントを含めて

日常的に連携を図っています。 

公衆衛生推進協議会での講演・説明会等 

 

 

 

環境系イベントへのブース出展と参加者 

 

 

 

 公衆衛生推進協議会へ、ごみの減量化、資源化、有

料化についての出前講座実施 

総会、執行部会、理事会で出前講座を実施し、公衆衛

生委員から各町内会、各区、各班へ周知してもらいま

した。また、環境フェスタへブース出展し来場者へご

みの減量化等の啓発活動を実施し、多くの人に啓発

出来たと思います。 

実施内容：ごみの減量化パネル設置及びチラシ配布、

ごみ分別アプリの紹介、生ごみ処理機の紹介、クイズ

用紙の配布（雑紙について、ごみ分別アプリについ

て、生ごみに含まれる水分について） 

継続 

（一部内容変更）

・一般廃棄物処理基本計画の策定、見直し等

においては、地域の意見を汲み上げる場が

必要なため。 

No.8 
 公衆衛生推進協議会と連携し、一般廃棄物処理基本計

画等に関する事項について、市民の意見を汲み上げます。 

 ※内容を明確化 

（４） 

回収・再利用

システムの

整備 

資源回収報奨金制度 

【注力施策】 

No.9 

 地域の取組における要望等を確認し、資源回収の取組

団体の増加あるいは維持させるため、報奨金額や運用シ

ステムの見直しを検討します。 

 資源回収の活発化と資源活用の重要性を啓発するた

め、子ども会・町内会等が実施する資源回収活動に対し

て報奨金を交付しています。 

・登録団体数 

 H30：88 団体、H31：90 団体、R2：90 団体 

・回収量 

 H30：998,454kg  H31：888,682kg  R2：697,200kg

 【効果が高い・一部の市民に認知されている】 

直近 3 年間において、資源回収団体数は横ばいとな

っていますが、近年は少子高齢化の影響で子供会等

が減少していることに鑑みると、一定の効果はあっ

たと考えられます。 

また、アンケート調査より、約 17％（234 人/1,353

人）の市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・処理、処分量の低減を行う上で、資源回収

は一定の効果が期待できるため。 

No.9 
 子ども会・町内会等が実施する資源回収活動に対して

報奨金を交付します。 

 ※内容を明確化 

生ごみ処理機等購入

費補助制度 

【注力施策】 

No.10 

 生ごみ処理機を利用する市民を増やすため、補助対象

とする生ごみ処理機の拡充を調査・検討を行います。 

 ごみの減量化、再資源化の推進を図るため、電動生ご

み処理機・非電動式生ごみ処理機等の購入を希望する市

民に対し、購入費の一部を補助金として交付しています。

また、令和 2 年度から補助範囲を拡充しています。 

・補助台数 

H30:29 台（  710,700 円）、H31:38 台（  989,800 円）

R2 :67 台（1,471,100 円） 

 【一定の効果があった】 

生ごみ処理機の申請件数は増加しており、一定の効

果はあったと考えられます。 

処理機による生ごみ減量数：:R2＝46t/年（全体の

0.6％削減：全体の可燃ごみ＝7,472t/年） 

また、アンケート調査より、約 24％（321 人/1,353

人）の市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・ごみの減量化、再資源化の推進を図る上で、

当該施策は一定程度の効果が期待できる

ため。 

No.10 

 電動生ごみ処理機・飛電動式生ごみ処理機の購入を希

望する市民に対し、購入費の一部を補助金として交付し

ます。 

 ※今後、補助対象の拡充は予定していないた

め当該部分は盛り込まないこととした。 

（５） 

経済的誘導

システムの

整備 

家庭系ごみ処理の有

料化導入 

【重点施策】 

No.11-1 

 適正な有料化を実施すると共に、ごみ処理に要してい

るコスト、有料化による収入の使途、排出抑制効果等を

公表していきます。 

 令和 2 年 4 月 1 日より、家庭から排出される燃やせる

ごみの有料化を行っています。 

※指定袋の料金は、1 あたり 1 円です。 

 【効果が高い】 

家庭系ごみの排出量について、直近 5 年間において

は、新型コロナウイルスの影響から令和元年度が

も多く、有料化を行った令和 2 年度が も少なくな

っています。また、アンケート調査より、約 33％（441

人/1,353 人の市民が有料化の実施前後で燃やせるご

みの減量を実感しています。 

家庭系燃やせるごみ：R1(20,455t)→R2(18,006t)12%

減 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.11-2 
 有料化の導入により懸念される不法投棄や不適正排出

の増加に対しては、適正かつ積極的に対処していきます。 

 不法投棄については、施策 No.26 のとおりです。  不法投棄については、施策 No.26 のとおりです。 廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

年度 開催箇所数 参加人数

H28 3 20

H29 1 40

H30 － －

R1 3

R2 － －

ごみの減量化・資源化の促進、有料化について

－

－

ごみの減量化・資源化の促進

主な内容

年度 開催箇所数 参加人数

H28 1 不明

H29 2 254

H30 6 947

R1 － －

R2 － －

イベント規模（計5000人）ごみの減量化・資源化の促進

主な内容

－

－

イベント規模（計10300人）ごみの減量化・資源化の促進

イベント規模（計1500人）ごみの減量化・資源化の促進
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

排出抑制の

推進 

（５） 

経済的誘導

システムの

整備 

レジ袋の有料化 

No.12 

 買い物袋の持参について啓発すると共に、レジ袋辞退

率の公表等により取組維持を図ります。 

 令和 2 年 7 月から国の施策としてレジ袋の有料化制度

が実施されました。 

・広島県レジ袋辞退率 

H30：85.6%、H31：86.4%、R2：86.6% 

 製袋会社の現状 

レジ袋有料化前と比較して、レジ袋製造は 70％減少、

事業所名入りの袋製造を中止して、無記名のレジ袋

を製造（無記名のレジ袋は 40％減少）しています。

しかし、店頭販売のビニール袋（主に海外から輸入）

は増加しているので全体でみると減少しているかは

不明です。 

レジ袋製造の全国統計：70～80％減少 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

２． 

再資源化の

推進 

（１） 

正しいごみ

分別の促進 

警告シールによる正

しいごみ分別の啓発 

No.13 

 収集委託業者との連携により、正しく分別されていな

いごみについてステッカーによる啓発等を行います。 

 委託収集時に分別等が間違っているごみに対して警告

シールを貼り付けています。出した人が持ち帰らない場

合、 終的には市で回収しています 

 

 

 

 

 

 令和 2 年度は家庭ごみの有料化に伴って、警告シ

ールの貼り付け枚数は増加しているが、令和 3 年度

から減少しているので、周知されてきているように

見えます。 継続 

（一部内容変更）

・分別の誤り等を伝える方法として、効果が

あると考えられるため。 

 

No.13 
 正しく分別されていないごみにはステッカーを貼付

し、添付数を公表します。 

 ※内容を明確化 

正しい分け方を促進

するための広報・啓

発資料作成 
No.14-1 

 ごみを正しく分けることの必要性を示した啓発資料を

作成すると共に、出前講座等により啓発等を行います。 

 令和元年度末にごみ早見表及びポスターを全戸配布し

ました。また、出前講座も実施しています。 

 【認知されていない】 

アンケート調査より、出前講座については、約 9％

（117 人/1,353 人）の市民が施策（情報）を認知し

ています。 

継続 

（一部内容変更）

・出前講座に関しては施策 No.1-2 に統合し

た。（No.1-2 に記載） 

・ごみ早見表、ポスターについては、下記の

とおり分割して整理した。 

No.14-1 
 各家庭向けにごみ早見表及びポスターを配布します。  ※内容を明確化 

No.14-2 
 市外からの転入者等に対し、転入届提出時にごみ早見

表及びポスターを配布します。 

 ※施策 No.15-1 から移行 

No.14-3 
 外国語版（5 か国語）のごみ分別ポスターを作成しま

す。 

 ※施策 No.15-3 から移行 

転入者等への啓発 

No.15-1 

 市外からの転入者、自治会に加入していない賃貸住宅

居住者等に対しては、継続して正しいごみの分別を啓発

します。 

 施策 No.1 のとおりです。    【一部の市民に認知されている】 

アンケート結果より、令和 2 年 4 月以降に市外から

転入した人のうち、約 90％（43 人/48 人）が 6 種

10 分別を「よくわかる」又は「だいたい分かる」と

回答し、ほとんどの市民が分別を理解しています。

また、令和 2 年 4 月以降に市外から転入したのうち、

約 46％（22 人/48 人）がごみ分別アプリ、ごみ分別

早見表などのごみ分別に係る広報・啓発資料の作成

及び公表を知っていると回答し、半数の市民が施策

（情報）を認知しています。 

統合 

（他施策で対応）

・No.14-2 に統合した。 

No.15-2 
 市民に代わってごみ分別をする場合がある介護者（業

者）には、分別方法等について指導を行います。 

 スマートフォン用ごみ分別アプリを提供しています。  統合 

（他施策で対応）

・No.1-1 に統合した。 

No.15-3 
 外国人向けの広報・啓発資料を作成します。  外国語版のごみ分別ポスターを作成しています。(5 カ

国) 

 統合 

（他施策で対応）

・No.14-3 に統合した。 

発注数
（冊）

①

シール枚数
（1冊あたり）

②

シール枚数
（合計）

③

シール使用枚数
（合計）

④

シール残枚数
（合計）

⑤

－ － ①×② － （⑤）＋③－④

H28 1,200 50 60,000 35,000 25,000

H29 1,000 50 50,000 35,000 40,000

H30 0 0 0 35,000 5,000

R1 4,000 50 200,000 85,000 120,000

R2 0 0 0 70,000 50,000

R3 1,000 50 50,000 50,000 50,000

年度
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

２． 

再資源化の

推進 

（２） 

リサイクル

の推進 

事業系ごみの資源ご

み分別指導 
No.16-1 

 ごみ処理施設の搬入窓口での指導に加え、定期的な排

出実態調査、展開検査により事業者指導を行います。 

エネルギークリーンセンターにて定期的な事業系搬入ご

みの立ち合い検査を実施しています。 

 R2：7 月＝3 回、10 月＝1 回、2 月＝1 回 

 R3：10 月＝1 回 

 ≪追加≫〔現時点では不明〕 

事業系ごみの燃やせるごみに関する調査より、燃や

せるごみの中に、●●、▲▲といった資源ごみが混入

していました。 

継続 

（一部内容変更）

・施策 No.16-1、No.16-2 に分割して整理し

た。 

No.16-1 
 事業系ごみの許可業者を対象とし、はつかいちエネル

ギークリーンセンターにて展開検査を行います。 

 ※内容を分割整理 

No.16-2 

 ≪追加実施≫ 

事業系ごみの燃やせるごみの中に資源ごみが混入してい

るか（施策の実施状況）を確認するために、事業系ごみの

燃やせるごみを対象として調査を行います。 

 ≪追加≫〔現時点では不明〕 

事業系ごみの燃やせるごみに関する調査より、燃や

せるごみの中に、●●、▲▲といった資源ごみが混入

していました。 

統合 

（他施策で対応）

・No.16-1 と統合した。 

No.16-2 

 はつかいちエネルギークリーンセンターでの展開検査

結果を踏まえ、排出事業者に対してごみの排出状況を周

知します。 

 ※内容を分割整理 

資源回収業者の協力 

No.17 

 資源回収業者の紹介や独自のリサイクルルートを確立

している排出事業者の先進事例等の情報提供を行いま

す。 

 廃棄物処分の問合せに対して、市内業者でリサイクル

可能な物であれば案内しています。なお、市内業者で対

応困難な物については、業界団体又は全国規模のリサイ

クル業者を案内しています。 

 古紙、鉄の資源買い取り業者（サヤミット、安田金

属、第一山陽 等）、リサイクルプラスチック受け取

り業者（フレスタ、ビック、マックスバリュー 等）

の店頭回収などを紹介しています。 

統合 

（他施策で対応）

・情報発信については、No.1-1、No.14-1 で

対応できているため。なお、資源回収業者

の紹介や先進事例等の情報提供は随時の

対応が望ましいと考えられる。 

小型家電製品のリサ

イクル 

【注力施策】 

No.18-1 

 市民・事業者に対し、継続して正しいごみの分別を啓

発します。 

 施策 No.1 のとおりです。  【一部の市民には認知されている】 

アンケート調査より、約 10％（138 人/1,353 人の市

民が施策（情報）を認知しています 

統合 

（他施策で対応）

・施策 No.1-1、No.14-1 で対応できているた

め。 

No.18-2 

 排出された小型家電製品は、引き続きレアメタルの回

収を行っていきます。回収方法については、他自治体で

の取組等に注視し、本市に適したシステムの調査・検討

を行います。 

 令和 2 年度から安田金属と小型家電リサイクルの契約

を締結しました。指定された物については、はつかいち

エネルギークリーンセンターで分別後、業者により回収

されています。 

 【効果が高い】 

資源化量は減少していますが、固形燃料を除く資源

化量は増加しているため、一定の効果はあったと考

えられます。 

リサイクル量：令和 2 年 10 月～令和 3 年 3 月＝1.43t

継続 

（一部内容変更）

・リサイクル量の増加に寄与するため。 

No.18-2 

 はつかいちエネルギークリーンセンターで小型家電製

品から分別回収した資源化物（レアメタル）を回収しま

す。 

 ※内容を明確化 

３． 

適正処理の

推進 

（１） 

収集運搬計

画 

福祉向上のための収

集サービス（ふれあ

い収集） 

【注力施策】 

No.19 

 ごみ排出時に負担が大きい市民を対象に支援を行いま

す。 

 ごみ出しを行うことが困難な高齢者や障がいがある方

で、親族や地域の協力を得ることが困難な場合に、自宅

の玄関先までごみの収集に伺っています。 

※R2 から開始し、現在 167 世帯に対して実施していま

す。 

 【一部の市民には認知されている】 

アンケート調査より、約 10％（134 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 
継続 

（一部内容変更）

・今後、高齢者の割合が増えることを考慮す

ると必要な施策と考えられる。 

・アンケートにて、「施策の周知」と「内容の

明確化」を求める意見があったため内容を

修正した。 

No.19 

 ごみ出しを行うことが困難な高齢者や障がいがある方

で、親族や地域の協力を得ることが困難な方を対象とし、

ふれあい収集（自宅の玄関先まで伺っての収集）を行い

ます。 

 ※内容を明確化 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

３． 

適正処理の

推進 

（１） 

収集運搬計

画 

ごみ収集運搬業の許

可 No.20-1 

 現在の収集運搬許可業者に対し、適正な収集運搬の指

導等を行います。 

 2 年に 1 度、許可業者に対して許可更新検査を実施し

ています。 

 令和 4 年 2 月に実施予定 

一般廃棄物収集運搬業者（固形状）：24 社 

一般廃棄物収集運搬業者（液状）：10 社 

継続 

（一部内容変更）

・収集運搬の対応に関しては、継続して確認

する必要があるため。 

No.20-1 
 収集運搬許可業者に対し、定期的に許可更新検査を行

います。 

 ※内容を明確化 

 

No.20-2 

 将来のごみ排出量は、本計画においてごみ排出抑制目

標を定めて削減していくことから、ごみ収集運搬業に関

する新たな許可は行わないものとします。 

 現在の許可業者で収集能力は足りているので、新規許

可はしていません。 

 一般廃棄物発生量に対する収集運搬能力 

廿日市：61% 大野：44% 佐伯：9% 吉和：3% 宮

島：5% 

廃止 

・現時点において、今後の許可業者の追加を

想定していないため。 

No.20-2 
 収集運搬許可業者に対し、定期的に作業計画書及び標

準車両運行計画表の提出を求めます。 

 ※No.21 より移行 

収集運搬の効率化 

No.21 

 ごみの受け渡しとなる収集運搬について、市民サービ

スの低下を招かないよう、効率化等を検討します。 

 2 年に 1 度の許可更新の際に、作業計画書、標準車両

運行計画表の提出を求めています 

 許可更新の際に作業計画書、標準車両運行計画表

で効率の良い作業になっているかを確認します。 移行 

・No.20-2 に移行した。（許可業者に対して作

業計画書等の提出を求め、運搬ルートの確

認等を行うものであるため。） 

（２） 

中間処理計

画 

旧焼却施設の解体と

跡地の有効利用 
No.22 

 計画的な解体・撤去を行い、地域の環境保全と跡地を

有効利用します。 

 宮島、大野、佐伯の焼却施設は稼働を停止しています

が、解体には至っていません。 

 継続 

（一部内容変更）

No.22-1、No.22-2 に分割。 

No.22-1 
 旧焼却施設について、解体・撤去工事を行います。  ※内容を明確化 

 

No.22-2 
 旧焼却施設の跡地利用に関して利用方法を検討し、方

針を決定します。 

 ※内容を明確化 

 

新ごみ処理システム

の構築 

【重点施策２】 

No.23-1 

 燃やせるごみの安全・安心・安定した処理システムを

構築します。 

 平成 31 年 4 月 1 日より、はつかいちエネルギークリ

ーンセンターが稼働しており、新ごみ処理システムの構

築がなされています。 

 【効果が高い・一部の市民に認知されている】 

アンケート調査より、約 29％（393 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 

また、はつかいちエネルギークリーンセンターにお

いては、稼働後適正にごみを処理するだけではなく、

年間 1 億 6 千万円程度の売電収入を得ており、新ご

み処理システムが構築されていると言えます。また、

ごみ処理経費全体でみても 5 億円以上の費用低減が

図れています。 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.23-2 
 新可燃ごみ処理施設の運営は、稼働後の監督・指導等

により市民サービス等の維持、向上を図るものとします。 

 毎年度、運営モニタリングを行っています。  廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

３． 

適正処理の

推進 

（３） 

終処分計

画 

終処分場の延命化

と維持管理 

No.24 

 埋立物の減量、減容化による 終処分場の延命化を図

り、適正な維持管理により周辺環境を保全します。 

 終処分は、廿日市市一般廃棄物 終処分場、大野一

般廃棄物 終処分場及び廿日市市宮島一般廃棄物 終処

分場で行っており、排出抑制やリサイクルを進め、各

終処分場の延命化を図っています。 

 

〔現状〕 

・大野 終処分場 

 残余容量：163,711.61m3、想定埋立量：3,628m3/年、

想定埋立可能年数：45 年 

・廿日市 終処分場 

 残余容量：61,940m3、想定埋立量：1,610m3/年、 

想定埋立可能年数：38 年 

↓ 

〔RDF を製造せず、すべて焼却処理した場合※〕 

・大野 終処分場 

 残余容量：132,533.61m3、想定埋立量：3,628m3/年、

想定埋立可能年数：36 年 

・廿日市 終処分場 

 残余容量：61,940m3、想定埋立量：1,610m3/年、 

想定埋立可能年数：38 年 

※焼却処理によって発生した焼却残渣は、すべて大野

終処分場にて埋立処分すると仮定。 

 【不明】 

終処分量は直近 5 年間で増加しています。これは、

ごみ処理施設の処理システムが変更となったためと

考えられます。そのため、本施策の効果は【不明】と

します。 

継続 

（一部内容変更）

・ 終処分場の延命化は、継続して行ってい

く必要があるため。 

No.24 

 ごみの排出抑制や資源化に取り組み、 終処分場の延

命化を図ります。 

 ※ 終処分場の延命化（ 終処分量の低減）

策としては、中間処理施設での資源化物の

回収量の増加、排出抑制等があり、それら

は他の施策で記載しているため。 

（４） 

その他の計

画 

災害廃棄物対策 

No.25-1 

 災害廃棄物は、環境衛生上の観点と災害対策を支障な

く進めるため、早期に回収し、広島県の廃棄物対策部署

等、関係機関との連携を図り適正な処理を行います。 

   平成 26 年 3 月に環境省から災害廃棄物対策指針

が示されて、平成 27 年度に廿日市市災害廃棄物処理計画

策定にとりかかる。 

   平成 28 年 3 月に廿日市市災害廃棄物処理計

画を策定する。 
廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.25-2 
 災害で生じたがれきを一時集積する集積場をあらかじ

め選定します。 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.25-3 

 市民や事業者に対し、災害時には生活ごみ及び災害廃

棄物の適正処理が行えるよう、市民に対するごみ排出方

法の周知やごみ収集車及び人員の確保とその適正な配置

等を行います。 

継続 

（一部内容変更）

・災害発生時の対応については、周知してお

く必要があるため。 

No.25-3 
 平成 28 年 3 月に策定した「廿日市市災害廃棄物処理

計画」を改訂します。 

 ※上記の内容を踏まえ整理 
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 効果（認知状況） 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

３． 

適正処理の

推進 

（４） 

その他の計

画 

不法投棄対策 

【注力施策】 No.26-1 

 不法投棄防止は、監視パトロールの実施や発見時の警

察への通報などにより行っていきます。また、郵便事業

者との連携を図るなど、不法投棄の監視を強化します。 

 年に 1 度、県と警察と合同で不法投棄箇所の確認を行

っています。 

  【一部の市民に認知されている】 

アンケート調査より、約 20％（269 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 

継続 

（一部内容変更）

・不法投棄防止は継続して必要なため。 

No.26-1 
 県及び警察と合同で不法投棄箇所を巡回します。  ※内容を明確化 

No.26-2 
 不法投棄特性のための監視カメラの設置や看板の作

成・配布を継続します。 

 市民等から要望のある地域に対して、不法投棄防止啓

発看板を配布しています。 

 継続 

（一部内容変更）

・不法投棄防止は継続して必要なため。 

No.26-2 
 要望が挙がった地域に対して、監視カメラの設置や不

法投棄防止看板を配布します。  

 ※内容を明確化 

No.26-3 
 ≪追加実施≫業務委託により、不法投棄調査を実施して

います。 

 継続 

（一部内容変更）

・不法投棄防止は継続して必要なため。 

No.26-3 
 定期的に不法投棄調査を実施します。  ※内容を明確化 

在宅医療系廃棄物対

策 No.27-1 

 在宅医療廃棄物について適正な処理を行うように、市

民に対して広報やパンフレットなどを通じ啓発を行いま

す。 

 実施しておりません。  
継続 

（一部内容変更）

・在宅医療廃棄物の適正処理については、継

続して啓発する必要があるため。 

No.27-1 
 在宅医療廃棄物の適正処理に関するパンフレットを作

成し、出前講座や啓発講座開催時に配布します。 

 ※内容を明確化 

No.27-2 

 在宅医療廃棄物による事故を防ぐため、医師や医療機

関と連携を図り安全な排出方法を指導してもらうなど、

適正処理を推進します。 

 患者自らが行う医療措置にて発生した注射針等の危険

な在宅医療系廃棄物による事故を防止するため、在宅医

療系廃棄物は医療機関等専門業者へ引き渡すよう指導し

ています。 

※医療機関との連携はとれていません。 

 

廃止 

・第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画期

間内では、まずパンフレットの作成による

啓発を行うこととする 

資源ごみ持ち去り対

策 

【注力施策】 
No.28-1 

 資源ごみの持ち去り条例を制定し、適正なごみ処理（資

源化）を行います。 

 平成 30 年 10 月 1 日から資源の持ち去り禁止条例を施

行しています。 

 持ち去り禁止内容：びん類、缶類、プラスチック容器

類、布類、紙類 

  【一部の市民に認知されている】 

アンケート調査より、約 26％（358 人/1,353 人）の

市民が施策（情報）を認知しています。 

廃止 

（実施済み） 

実施済みのため。 

No.28-2 

 条例の制定について、市民や事業者に周知します。  希望する町内会等に対して持ち去り禁止看板の配布を

行っています。 

 持ち去り禁止看板＝H30.9～R3.10：107 枚 

 
継続 

（一部内容変更）

・適正なごみ処理（資源化）の推進のために

必要な施策であるため。 

No.28-2 
 希望する町内会等に対して、資源ごみ持ち去り禁止看

板を配布します。 
- 

※内容を明確化 
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３．ごみ減量化施策の構成                            

（１）施策体系 

 本計画のごみ減量化施策の施策体系は、「第 2 次廿日市市一般廃棄物処理基本計画 後期

施策編（平成 30 年 3 月）」（以下、「現計画」といいます。）を参考に以下のとおりとし、施

策について国が積極的に取り組んでいるＳＤＧｓにおいて、どの目標に該当するかを整理し

ました。 

※ＳＤＧｓの 17 の目標は図１のとおりです。 

 また、詳細な施策内容については、ごみ減量化施策の内容と密接な関係があるため、ここ

では記載を割愛します。 

 

表１ 施策体系 

基本方針 施策 

市民・事業者・行政のオ

ールはつかいちによる

取組の推進 

①市民・事業者の意識の向上 

②正しいごみ分別の促進 

③協議体制の整備 

３Ｒ（リデュース・リユ

ース・リサイクル）＋

Renewable（リニューア

ブル）の推進 

①リデュースの推進 

②リユースの推進 

③リサイクルの推進 

④リニューアブルの推進 

安定的で効率的なごみ

処理体制の確保 

①収集運搬 

②中間処理 

③ 終処分 

④その他 

 

 
引用：国際連合広報センターホームページ  

図１ ＳＤＧｓの 17 の目標  
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（２）管理区分 

 本計画のごみ減量化施策は、下記の管理区分に分けて整理します。 

【管理区分】 

 ①〔進捗管理〕 

「施策管理シート」にて管理する施策（※下図参照） 

 ②〔周知〕 

管理を行わず、周知のみを行う施策 

 

 
図２ 施策管理シート  

３ ３

２ ２

１ １

０ ０

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

３ ３

２ ２

１ １

０ ０

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

３ ３

２ ２

１ １

０ ０

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ受講後、実施した市民の割合10％以下

効果の判断基準 効果

受講後、実施した市民の割合50％以上

ＡとＣの間

はつかいちエネルギークリーンセンターや市民セン

ターにおいて、リサイクルに関する啓発講座を開催し

ます。

小中学生、成人を対象とした施設見学等を実施しま
す。

開催回数50回以上

３と１の間

開催回数30回未満

開催できなかった

目的

リサイクルに対する市民の認識を高めることで、ごみの減量化につなげる

内容 実施状況の判断基準 実施状況

効果の判断基準 効果

各施策の認知度50％以上

具体施策①

具体施策②

具体施策③

実施状況

３と１の間

開催回数10回未満

備考

例）開催日、第1回：令和●年●月●日（参加者：◆人）、第2回・・・・・。

ＡとＣの間

各施策の認知度10％以下

効果の判断基準 効果

備考

例）市ホームページ及びごみ分別アプリには常時掲載、広報誌では●月号で掲載した。

備考

例）開催日、第1回：令和●年●月●日（参加者：◆人）、第2回・・・・・。

内容 実施状況の判断基準 実施状況

ごみの分別及び市が取り組んでいるごみ減量
化施策に関する情報についての出前講座を開
催します。

開催回数30回以上

２．施策に対する意見・感想
市担当者（実施した上での意見・今後の課題等） 市民

開催できなかった

各施策の認知度50％以上

ＡとＣの間

各施策の認知度10％以下

市民に対して、ごみ分別に関する情報や実施施策について周知し、認知度を高める

施策No.１ 市民への情報発信

目的

市民に対して、ごみ分別に関する情報や実施施策について周知し、認知度を高める

目的

１．施策の内容、実施状況及び効果の判断基準、結果

情報発信できなかった

１通りの方法で情報を発信

複数の方法で情報を発信、アプリ改良

複数の方法で情報を発信

市ホームページ、広報誌及びごみ分別アプリで、ごみの分別に関

する情報及び市が取り組んでいるごみ減量化施策に関する情報を

発信します。なお、分別方法がわからないものについては、ごみ

分別アプリ等において検索等ができるように、ソフトの改良等の

検討を進めます。

内容 実施状況の判断基準

実施状況

効果
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（３）ゼロカーボンシティ区分 

 本計画のごみ減量化施策について、基本理念で掲げる「ゼロカーボンシティへの挑戦」に

関して、下記の区分に分けて整理します。 

【区分】 

①〔○〕 

ごみ減量化施策のうち、ゼロカーボンシティへの挑戦に関与する施策 

②〔◎〕 

ごみ減量化施策のうち、特にゼロカーボンシティへの挑戦に関与する施策 

 

（４）施策主体名 

 本計画のごみ減量化施策は、現計画と同様に、『市民』、『事業者』及び『行政』とします。 

 

５．ごみ減量化施策の内容 

（１）本計画での重点施策 

 本計画における重点施策は、以下に示すとおりです。 

【重点施策】 

 ①食品ロスの削減 

  〔理由〕 

   国が 2018 年 6 月に策定した「第四次循環型社会形成推進基本計画」では、ＳＤＧs を

踏まえ、2030 年までに家庭から出る食品ロスを 2000 年度比で半減するとの目標を

定めています。また、令和元年 5 月 31 日に「食品ロスの削減の推進に関する法律」

が公布（同年 10 月 1 日施行）され、多様な主体が連携して食品ロスの削減を推進す

ることが求められています。 

また、令和 2 年度に本市が実施した家庭系可燃ごみの組成調査によると、食べ残しや

手つかず食品は全体の約 6.7％を占めており、約 1,200 トンと推測されます。 

こうしたことから、食品ロスの削減を進めることで、ごみの発生量の削減につながる

ため、本計画における重点施策として位置付けることとしました。 

 ②プラスチックの資源循環 

  〔理由〕 

   国は、令和元年 5 月に「プラスチック資源循環戦略」を策定し、また、令和 3 年 6 月

には「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が成立しました。「プラス

チックに係る資源循環の促進等に関する法律」では、プラスチック使用製品の設計か

らプラスチック使用製品廃棄物の処理まで、プラスチックのライフサイクルに関わる

あらゆる主体におけるプラスチック資源循環の取組を促進するための措置が盛り込

まれていることから、本計画における重点施策として位置付けることとしました。 

 

（２）本計画での追加施策 

 本計画におけるごみ減量化施策について、近年の他都市での事例やアンケート調査での結

果を踏まえ、以下に示す施策を追加することとします。 
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【追加施策】 

・食品ロスの削減 

  〔追加の理由〕 

   国が 2018 年 6 月に策定した「第四次循環型社会形成推進基本計画」では、ＳＤＧｓ

を踏まえ、2030 年度までに家庭からの食品ロスを 2000 年度比で半減するとの目標

が定められており、事業者、消費者、行政等が連携した取組を実施する必要があるた

め追加したものです。 

・プラスチックごみの削減、プラスチックの資源循環、再生可能な資源の利用 

  〔追加の理由〕 

   令和 3 年 6 月の「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の成立を受け、

追加したものです。 

・バザーやフリーマーケットの積極的な利用 

  〔追加の理由〕 

   リユースの推進を目的として追加したものです。なお、バザーやフリーマーケットの

利用については、市民の一定数がすでに意識しており、今後取り組みやすい内容であ

ると考えられます。 

・剪定枝のリサイクル 

  〔追加の理由〕 

   清掃やボランティア活動で発生した剪定枝を、破砕車両等の派遣を行い回収、資源化

することを目的として追加したものです。 

・新たな品目の資源化の検討 

  〔追加の理由〕 

   新たに資源化を行う品目を検討し、リサイクル向上につなげることを目的として追加

したものです。 

・はつかいちエネルギークリーンセンターの利便性向上 

  〔追加の理由〕 

   キャッシュレス化の推進や受入時間の延長、受入品目の拡大など住民サービスの向上

に向けた取組の検討が必要であることから追加したものです。 

・中間処理システムの検討 

  〔追加の理由〕 

   リサイクルプラザについては老朽化が進んでおり、製品プラスチックのリサイクルも

考慮し、補修や設備更新などについて検討する必要があるため追加したものです。 

・野外焼却対策 

  〔追加の理由〕 

   野外焼却防止を目的として追加したものです。 

・危険ごみの分別、排出方法の周知及び安全な処理 

  〔追加の理由〕 

   近年、他都市で多発しているごみピット火災を防止し、施設の安全で安定的な処理を
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行っていくためには、危険なごみの排出方法の周知や処理方法の検討が必要であるこ

とから追加したものです。 

 

（３）本計画におけるごみ減量化施策 

 これまでの検討結果を踏まえ設定した、本計画におけるごみ減量化施策（概要・詳細）は、

以下に示すとおりです。 

 

表２ 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策（概要） 

基本方針 施策① 施策② 備考 

１． 

市民・事業者・

行政のオール

はつかいちに

よる取組の推

進 

（１）市民・事業者の意識の向上 No.1 市民への情報発信  

No.2 排出事業者への減量指導等  

（２）正しいごみ分別の促進 No.3 正しい分け方を促進するための広報・啓発資料作成  

（３）協議体制の整備 No.4 廃棄物減量等推進審議会の運営  

No.5 公衆衛生推進審議会との連携  

２． 

３Ｒ（リデュー

ス・リユース・

リサイクル）＋

Renewable（リ

ニューアブル）

の推進 

（１）リデュースの推進 No.6 食品ロスの削減 ■新施策★重点施策 

No.7 プラスチックごみの削減 ■新施策 

No.8 生ごみ処理機等購入費補助制度  

（２）リユースの推進 No.9 バザーやフリーマーケットの積極的な利用 ■新施策 

（３）リサイクルの推進 No.10 資源回収報奨金制度  

No.11 事業系ごみの資源ごみ分別指導 ■新施策（一部） 

No.12 剪定枝のリサイクル ■新施策 

No.13 小型家電製品のリサイクル  

No.14 プラスチックの資源循環 ■新施策★重点施策 

No.15 新たな品目の資源化の検討 ■新施策 

（４）リニューアブルの推進 No.16 再生可能な資源の利用 ■新施策 

３． 

安定的で効率

的なごみ処理

体制の確保 

（１）収集運搬 No.17 収集に関するサービス ■新施策（一部） 

No.18 ごみ収集運搬業の許可  

（２）中間処理 No.19 旧焼却施設の解体と跡地の有効利用  

No.20 はつかいちエネルギークリーンセンターの利便性

向上 

■新施策 

No.21 中間処理システムの検討 ■新施策 

（３） 終処分 No.22 終処分場の延命化と維持管理  

（４）その他 No.23 災害廃棄物対策  

No.24 不法投棄、野外焼却対策 ■新施策（一部） 

No.25 在宅医療系廃棄物対策  

No.26 資源ごみ持ち去り対策  

No.27 危険なごみの分別、排出方法の周知及び安全な処理 ■新施策 
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表３ 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画におけるごみ減量化施策（詳細） 

基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

１． 

市 民・ 事 業

者・行政のオ

ー ルは つ か

い ちに よ る

取組の推進 

（１） 

市民・事

業 者 意

識 の 向

上 

【施策１】 

市民への情報発信 

市民に対して、ごみ分別に関

する情報や実施施策につい

て周知し、認知度を高める No.1-1 行政 

 市ホームページ、広報誌及びごみ分別アプリで、ごみの分

別に関する情報及び市が取り組んでいるごみ減量化施策に

関する情報を発信します。 

３：複数の方法で情報を発信 

２：１通りの方法で情報を発信 

１：- 

０：情報発信できなかった 

Ａ：各施策の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：各施策の認知度 10％以下 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
○ 

No.1-2 行政 

 ごみの分別及び市が取り組んでいるごみ減量化施策に関

する情報についての出前講座を開催します。 

３：開催回数 30 回以上 

２：３と１の間 

１：開催回数 10 回未満 

０：開催できなかった 

Ａ：各施策の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：各施策の認知度 10％以下 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
○ 

リサイクルに対する市民の

認識を高めることで、ごみの

減量化につなげる 
No.1-3 行政 

 はつかいちエネルギークリーンセンターや市民センター

において、リサイクルに関する啓発講座を開催します。 

小中学生、成人を対象とした施設見学等を実施します。 

３：開催回数合計 50 回以上 

２：３と１の間 

１：開催回数合計 30 回未満 

０：開催できなかった 

Ａ：受講後、実施した市民の割合 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：受講後、実施した市民の割合 10％以下 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
○ 

No.1-4 行政 

 ＤＸ（デジタル技術）を活用したごみ減量化施策を検討し

ます。 

３：導入した 

２：検討した 

１：- 

０：検討できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

No.1-5 市民 

 市が発信した情報を受け、ごみの分別、市が取り組んで

いるごみ減量化施策及びリサイクルについて学び、実践し

ます。 

３：より多くの市民が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 

No.1-6 事業者 

 啓発講座の講師を派遣するなど、市を支援します。 ３：市民の認識を高めるための市への支援あり 

２：-  

１：- 

０：市民の認識を高めるための市への支援なし 

- 

周知 ○ 

【施策２】 

排出事業者への減量指導

等 

事業者によるごみの減量化

を促す 
No.2-1 行政 

 大量排出事業者に対し、減量化対策要請を行います。 ３：5 社以上に対して要請 

２：３と１の間 

１：1 社に対して要請 

０：要請できなかった 

Ａ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：事業系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上増加※ 

実態調査にて確認 

進捗 

管理 
○ 

No.2-2 行政 

 排出事業者に対し、市ホームページ等を活用してごみの減

量化に関して要請します。 

３：3 通り以上の方法で要請 

２：2 通りの方法で要請 

１：市ホームページで要請 

０：要請できなかった 

Ａ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：事業系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：事業系ごみが前年度に比べ 1％以上増加 

※実態調査にて確認 

進捗 

管理 
○ 

ごみの減量化に関する認識

を高め、取り組みを促す 
No.2-3 事業者 

 多量排出事業者は、廃棄物処理担当者の選任、廃棄物減

量計画の作成を行い、自らによるごみ減量に取組みます。

また、収集運搬許可業者を含むすべての事業者が、排出者

処理責任を自覚し、自らによるごみ減量に取組みます。 

３：より多くの事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 
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基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

１． 

市民・事業

者・行政のオ

ールはつか

いちによる

取組の推進 

（２） 

正しいご

み分別の

促進 

【施策３】 

正しい分け方を促進する

ための広報・啓発資料作

成 

ごみ分別の周知徹底を行い、

施策の認知度の向上及び実

施割合向上につなげる 
No.3-1 行政 

 ごみ分別アプリの内容は 新の内容に更新します。また、

ごみ早見表やポスターについては、必要な住民が市のホーム

ページで確認できるようにします。 

３：アプリの内容を常に 新の内容に更新 

２：- 

１：- 

０：アプリの内容の更新ができなかった。  

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
○ 

No.3-2 行政 

 市外からの転入者等に対し、転入届提出時にごみ早見表及

びポスターを配布します。 

３：全該当者にどちらも配布 

２：一部の該当者にどちらも配布 

１：一部の該当者に片方のみ配布 

０：どちらも配布できなかった（作成有無問わず）

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
○ 

No.3-3 行政 

 外国語版（5 か国語）のごみ分別ポスターを作成します。 ３：5 か国語分のポスター作成（年 1 回） 

２：-  

１：- 

０：作成できなかった 

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
○ 

ごみの分別の意識向上及び

ごみ資源化、減量化の推進 
No3-4 

市民 

事業者 

 ごみの正しい分け方の早見表をよくみてごみを正しく分

けて排出します。また、市民一人ひとりが資源化、減量化に

取組みます。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 

家庭系ごみにおけるごみ分

別の周知徹底を行い、正しく

分別されていないごみの減

量につなげる 

No.3-5 行政 

 正しく分別されていないごみにはステッカーを貼付し、啓

発等を行います。 

３：啓発等を実施 

２：-  

１：- 

０：啓発等ができなかった 

- 

周知 ○ 

ごみの分別の意識向上及び

排出ステーションの適正な

管理 
No.3-6 

市民 

事業者 

 市民・事業者は、指定された方法で分別排出します。ま

た、排出ステーションは地域のみなさんで管理します。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 

（３） 

協議体制

の整備 

【施策４】 

廃棄物減量等推進審議会

の運営 

一般廃棄物処理基本計画の

実施状況等を確認し、その後

の計画に活かす 

No.4-1 行政  廃棄物減量等推進審議会を設置し、ごみ減量化施策の実施

状況及び効果等の確認をはじめ、一般廃棄物処理基本計画に

関する事項について審議します。 

３：審議会にて各種審議を実施 

２：-  

１：- 

０：審議会にて各種審議を実施できなかった 

- 

周知 

 

No.4-2 市民  市民・事業者は、審議会へ積極的に参加します。委員と

して参加し積極的に発言、あるいは、傍聴者として審議内

容を聴きます。また、審議会への参加が難しい場合は、ホ

ームページより議事摘録や審議資料を確認し、行政へ意見

を発信します。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 
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基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

１． 

市民・事業

者・行政のオ

ールはつか

いちによる

取組の推進 

（３） 

協議体制

の整備 

【施策５】 

公衆衛生推進審議会との

連携 

一般廃棄物処理基本計画等

について市民の意見を汲み

上げ、計画に活かす 
No.5-1 行政 

 公衆衛生推進協議会と連携し、一般廃棄物処理基本計画

等に関する事項について、市民の意見を汲み上げます。 

３：意見の汲み上げを実施 

２：-  

１：- 

０：意見の汲み上げを実施できなかった 

- 

周知  

No.5-2 
市民 

事業者 

 市民・事業者は、地域一斉清掃などの取組へ積極的に参

加します。行政へ直接意見を申し入れることが難しい場合

は、地域の衛生推進委員等へ意見を伝えます。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知  

２． 

３Ｒ（リデュ

ース・リユー

ス・リサイク

ル ） ＋

Renewable

（ リニ ュ ー

アブル）の推

進 

（１） 

リ デ ュ

ー ス の

推進 

【施策６（重点施策）】 

※新施策 

食品ロスの削減 

食品ロスの削減のための情

報発信 
No.6-1 行政 

 食品ロスの削減に関する情報を発信します。 ３：実施した 

２：-  

１：-   

０：実施できなかった  

- 

周知 ○ 

フードドライブを実施し、食

品ロスの削減を図る 
No.6-2 行政 

 フードドライブの実施に向けて実施方法等を検討し、実施

します。 

３：フードドライブを実施（複数回） 

２：フードドライブを実施（1 回） 

１：検討したが、実施には至らなかった 

０：検討できなかった 

Ａ：食品ロスの割合が前年度に比べ減少  

Ｂ：食品ロスの割合が前年度と同程度  

Ｃ：食品ロスの割合が前年度に比べ増加  

※展開検査にて確認 

進捗 

管理 
○ 

食品ロスの削減に向けて検

討を進める 
No.6-3 行政 

 食品ロス削減に向け、他事例の取り組みを調査し、施策を

検討、実施します。なお、検討にあたっては、「行政」、「市民」、

「事業者」それぞれの立場で実施可能なものを整理し、食品

ロスをさせない仕組みの確立を目指します。 

３：調査し、施策を実施（複数） 

２：調査し、施策を実施（1 種類） 

１：調査のみ実施 

０：調査できなかった 

- 

進捗 

管理 
○ 

食品ロスの削減に取り組む

事業者を公表し、事業者の意

識向上を図る 
No.6-4 行政 

 食品ロスの削減に向けて取り組んでいる事業者を募集し、

事業者名や実施内容等を公表します。 

３：事業者の募集、公表を行った（複数社） 

２：事業者の募集、公表を行った（1 社） 

１：事業者の募集は行えたが公表できなかった 

０：事業者の募集を行えなかった 

Ａ：応募事業者数が前年度に比べ増加 

Ｂ：応募事業者数が前年度と同程度  

Ｃ：応募事業者数が前年度に比べ減少  

※市内部にて確認 

進捗 

管理 
○ 

食品ロスの削減を進める 

No.6-5 市民 

 食材は必要な分だけ購入し、食事の際には、「賞味期限」と

「消費期限」をチェックして、食材の使いきり、食べきり、

生ごみの水きりをして、生ごみを減らします。 

３：より多くの市民が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 

No.6-6 事業者 

 飲食店は「3010 運動」の呼びかけの実施や可能な限りお客

が自己責任で食べ残しを持ち帰る環境を整えます。食品販売

店は、小分け商品の採用や、賞味期限・消費期限が近い食品

の販売方法を工夫します。 

３：より多くの事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 
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基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

２． 

３Ｒ（リデュー

ス・リユース・

リサイクル）＋

Renewable（リ

ニューアブル）

の推進 

（１） 

リ デ ュ

ー ス の

推進 

【施策７】※新施策 

プラスチックごみの削減 

プラスチックごみの削減 

No.7-1 
市民 

事業者 

 詰め替え用品やマイバック、マイボトルなどを使用し、使

い捨てプラスチックごみの削減を行います。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ◎ 

No.7-2 事業者 

 使い捨てプラスチック食器類の提供の自粛、マイボトルの

利用促進や過剰包装の廃止等に取組みます。 

３：より多くの事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ◎ 

No.7-3 行政 

 プラスチック製品の利用を削減に向けて普及啓発を行い

ます。 

３：普及啓発を実施 

２：-  

１：- 

０：普及啓発を実施できなかった 

- 

周知 ◎ 

【施策８】 

生ごみ処理機等購入費補

助制度 

 

生ごみの排出量を低減し、家

庭系ごみの減量化につなげ

る 
No.8-1 行政 

 電動生ごみ処理機・飛電動式生ごみ処理機の購入を希望す

る市民に対し、購入費の一部を補助金として交付します。 

３：報奨金額が前年度に比べ 5％以上 

２：３と１の間 

１：報奨金額が前年度以下 

０：報奨金額を交付できなかった 

Ａ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：家庭系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上増加 

※実態調査にて確認 

進捗 

管理 
○ 

No.8-2 
市民 

事業者 

 生ごみの有効利用を進めるため、生ごみ処理機の購入費

補助制度を活用して取組みます。また、生ごみ処理機によ

る減量効果を多くの市民に広めていきます。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 

（２） 

リ ユ ー

ス の 推

進 

【施策９】 

バザーやフリーマーケッ

トの積極的な利用 

バザーやフリーマーケット

の利用促進 

No.9-1 市民 

 積極的にバザーやフリーマーケットを利用します。 ３：より多くの市民が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 

（３） 

リ サ イ

ク ル の

推進 

【施策 10】 

資源回収報奨金制度 

 

資源回収を進め、家庭系ごみ

の減量化につなげる 

 
No.10-1 行政 

 子ども会・町内会等が実施する資源回収活動に対して報奨

金を交付します。 

３：報奨金額が前年度に比べ 5％以上 

２：３と１の間 

１：報奨金額が前年度以下 

０：報奨金額を交付できなかった 

Ａ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上減少 

Ｂ：家庭系ごみが前年度と同程度（変動 1％未満）

Ｃ：家庭系ごみが前年度に比べ 1％以上増加 

※実態調査にて確認 

進捗 

管理 
○ 

No.10-2 
市民 

事業者 

 子ども会や自治会、あるいはコミュニティ活動の資源回収

に参加します。また、環境学習の一環として資源回収を実施

します。 

３：より多くの市民・団体が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 

【施策 11】※新施策 

事業系ごみの資源ごみ分

別指導 

事業系ごみの分別の周知徹

底を行い、正しく分別されて

いないごみの減量につなげ

る 

No.11-1 行政 

 事業系ごみの許可業者を対象とし、はつかいちエネルギ

ークリーンセンターにて展開検査を行い、展開検査の結果

を踏まえ、排出事業者に対してごみの排出状況を周知しま

す。なお、展開検査時には、処理不適物の混入の有無もあ

わせて確認します。 

３：排出状況を周知 

２：排出状況は整理できたが未周知 

１：展開検査は実施したが、排出状況を未整理 

０：展開検査を実施できなかった 

Ａ：資源ごみ、処理不適物なし 

Ｂ：資源ごみは前年度と同程度、処理不適物なし

Ｃ：資源ごみ、処理不適物ともに前年度と同程度

※展開検査にて確認 

進捗 

管理 
 

事業系ごみの正しい分別を

行い、ごみの減量につなげる 
No.11-2 事業者 

 ごみの正しい分け方の早見表をよくみてごみを正しく分

けて排出します。 

３：より多くの事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ○ 
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基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

２． 

３Ｒ（リデュ

ース・リユー

ス・リサイク

ル ） ＋

Renewable

（ リニ ュ ー

アブル）の推

進 

（３） 

リ サ イ

ク ル の

推進 

【施策 12】※新施策 

剪定枝のリサイクル 

剪定枝のリサイクル推進 

No.12-1 行政 

 地域清掃やボランティア活動で発生した剪定枝を、破砕車

両等の派遣を行い回収、資源化します。 

３：前年度に比べ増加 

２： - 

１：前年度と同程度 

０：実施できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

【施策 13】 

小型家電製品のリサイク

ル 

 

小型家電製品のリサイクル

推進 
No.13-1 行政 

 はつかいちエネルギークリーンセンターで小型家電製品

から分別回収した資源化物（レアメタル）を回収します。 

３：回収（増加に係る取り組みあり） 

２：回収（増加に係る取り組みなし（検討あり））

１：回収（増加に係る取り組みなし（検討なし））

０：回収できなかった 

Ａ：回収量が前年度に比べ 1％以上増加 

Ｂ：回収量が前年度と同程度（変動 1％未満） 

Ｃ：回収量が前年度に比べ 1％以上減少 

※市内部にて確認 

進捗 

管理 
○ 

【施策 14】※新施策 

プラスチックの資源循環 

プラスチックごみの資源循

環の推進 
No.14-1 行政 

 容器包装プラスチックの収集品目の拡大について検討し、

実施します。 

３：導入した 

２：検討した 

１：- 

０：検討できなかった 

Ａ：回収量が前年度に比べ増加 

Ｂ：回収量が前年度と同程度 

Ｃ：回収量が前年度に比べ減少 

※市内部にて確認 

進捗 

管理 
◎ 

No.14-2 行政 

 国の動向や自治体での先進的な事例を参考に、コスト面も

含め、プラスチックの分別・資源化の検討を行います。 

３：分別収集を開始した 

２：検討中（実施時期決定） 

１：検討中（実施時期不透明） 

０：検討できなかった 

Ａ：回収量が前年度に比べ増加 

Ｂ：回収量が前年度と同程度 

Ｃ：回収量が前年度に比べ減少 

※市内部にて確認 

進捗 

管理 
◎ 

再生プラスチック製品の積

極的な利用 
No.14-3 

市民 

事業者 

 プラスチック製品等の再生品を積極的に利用します。ま

た、プラスチック製品等を購入する際は、リサイクルしやす

い商品を購入します。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知 ◎ 

【施策 15】※新施策 

新たな品目の資源化 

新たな品目の資源化の検討 

No.15-1 行政 

 リサイクルに関する新技術の調査や先進自治体の事例等

を踏まえ実施可能か検討します。 

３：導入した 

２：検討した 

１：- 

０：検討できなかった 

- 

進捗 

管理 
○ 

（４） 

リ ニ ュ

ー ア ブ

ル の 推

進 

【施策 16】※新施策 

再生可能な資源の利用 

プラスチックごみの削減 

No.16-1 行政 

 市の有料指定ごみ袋にバイオマスプラスチックの導入を

検討します。 

３：導入した 

２：検討した 

１：- 

０：検討できなかった 

- 

進捗 

管理 
◎ 
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基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

３． 

安 定的で 効

率 的なご み

処 理体制 の

確保 

（１） 

収 集 運

搬 

【施策 17】※新施策 

収集に関するサービス 

 

収集に関するサービスと適

正処理 
No.17-1 行政 

 ごみ出しを行うことが困難な高齢者や障がいがある方で、

親族や地域の協力を得ることが困難な方を対象とし、ふれあ

い収集（自宅の玄関先まで伺っての収集）を行います。 

３：前年度に比べ増加（他業種との連携検討あり）

２：前年度に比べ増加（他業種との連携検討なし）

１：前年度と同程度 

０：実施できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

No.17-2 市民 

 近所にごみ出しに困っている方がいる場合は、助け合いの

精神でごみ出しを手伝います。 

３：より多くの市民が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知  

No.17-3 
事業者

行政 

 大型ごみをごみ置場へ持ち出すことが困難な世帯のごみ

出しを支援します。 

３：前年度に比べ増加 

２： - 

１：前年度と同程度 

０：実施できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

No.17-4 行政 

 施設の集約により直接搬入が不便となった佐伯・吉和地域

の住民を対象として、佐伯クリーンセンター跡地で臨時の拠

点回収を実施します。 

３：前年度に比べ増加 

２： - 

１：前年度と同程度 

０：実施できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

【施策 18】 

ごみ収集運搬業の許可 

適正な収集運搬の指導と収

集運搬の効率化 
No.18-1 行政 

 収集運搬許可業者に対し、定期的に許可更新検査を行いま

す。（2 年に 1 回実施） 

３：実施した 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

No.18-2 行政 

 収集運搬許可業者に対し、定期的に作業計画書及び標準車

両運行計画表の提出を求めます。（2 年に 1 回実施） 

３：実施した 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

（２） 

中 間 処

理 

【施策 19】 

旧焼却施設の解体と跡地

の有効利用 

跡地の有効利用 

No.19-1 行政 

 旧焼却施設の跡地利用に関して利用方法を検討し、方針を

決定します。 

３：方針を決定した 

２：検討は完了したが、方針未決定 

１：検討中 

０：検討できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

No.19-2 行政 

 旧焼却施設について、解体・撤去工事を行います。 ３：実施した 

２：- 

１：- 

０：実施できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

【施策 20】※新施策 

はつかいちエネルギーク

リーンセンターの利便性

向上 

はつかいちエネルギークリ

ーンセンターの利便性向上 
No.20-1 行政 

 はつかいちエネルギークリーンセンターでの受入品目の

拡大やキャッシュレス決済、受入時間の延長等について、検

討します。 

３：導入した 

２：検討した 

１：- 

０：検討できなかった 

- 

進捗 

管理 
 

【施策 21】※新施策 

中間処理システムの検討 

効率的なリサイクルシステ

ムの構築 
No.21-1 行政 

 リサイクルプラザについて、設備や施設の更新、資源化の

方法など、今後のあり方を検討します。 

３：導入した 

２：検討した 

１：- 

０：検討できなかった 

- 

進捗 

管理 
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基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

３． 

安 定的で 効

率 的なご み

処 理体制 の

確保 

（３） 

終 処

分 

【施策 22】 

終処分場の延命化と維

持管理 

終処分場の延命化と維持

管理 
No.22-1 行政 

 ごみの排出抑制や資源化に取り組み、 終処分場の延命化

を図ります。 

３：延命化を図ることができた 

２：-  

１：- 

０：延命化を図ることができなかった 

- 

周知  

（４） 

その他 

【施策 23】 

災害廃棄物対策 

災害時の対応内容の周知を

し、計画の認知度を高める 
No.23-1 行政 

 平成 28 年 3 月に策定した「廿日市市災害廃棄物処理計画」

を改訂します。 

３：改訂した 

２：- 

１：- 

０：改訂できなかった 

Ａ：計画の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：計画の認知度 10％以下 

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
 

【施策 24】※新施策 

不法投棄、野外焼却対策 

 

不法投棄の防止及び不法投

棄された廃棄物量の低減 
No.24-1 行政 

 県及び警察と合同で不法投棄箇所を巡回します。 ３：実施した 

２：-  

１：-  

０：実施できなかった 

Ａ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量減少 

Ｂ：前年度と不法投棄された廃棄物量が同程度 

Ｃ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量増加 

※巡回にて確認 

進捗 

管理 
 

不法投棄の防止 

No.24-2 行政 

 要望が挙がった地域に対して、監視カメラの設置や不法投

棄防止看板を配布します。 

３：要望が挙がった全地域に配布（要望なし含む）

２：要望が挙がった一部地域に配布 

１：要望が挙がった全地域に配布できなかった 

０：要望の確認ができなかった 

Ａ：要望が挙がらなかった 

Ｂ：要望数が前年度に比べ減少 

Ｃ：要望数が前年度と同程度 

※市内部にて確認 

進捗 

管理 
 

不法投棄の防止及び不法投

棄された廃棄物量の低減 
No.24-3 行政 

 定期的に不法投棄調査を実施します。 ３：実施した 

２：-  

１：-  

０：実施できなかった 

Ａ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量減少 

Ｂ：前年度と不法投棄された廃棄物量が同程度 

Ｃ：前年度に比べ不法投棄された廃棄物量増加 

※調査にて確認 

進捗 

管理 
 

No.24-4 
市民 

事業者 

 ごみは決められたルールに従って決められたごみステー

ションに出し、ポイ捨ては行いません。また、不法投棄を発

見した場合は市や警察に通報します。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知  

野外焼却防止の対策 

No.24-5 行政 

 チラシの回覧やポスター掲示，広報，ホームページなどで

注意喚起を実施します。市民等からの通報を受けての現場確

認や行為者への注意・指導を行います。また，事業者による

悪質な野外焼却への対応については，広島県及び警察と連携

して取り組みます。 

３：実施した 

２：-  

１：-  

０：実施できなかった 

- 

周知  
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基本方針 施策① 施策② 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ 

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

３． 

安 定的 で効

率 的な ごみ

処 理体 制の

確保 

（４） 

その他 

【施策 25】 

在宅医療系廃棄物対策 

在宅医療廃棄物の適正処理

に係る情報を発信し、施策の

認知度の向上及び実施割合

向上につなげる 

No.25-1 行政 

 在宅医療廃棄物の適正処理に関するパンフレットを作成

し、出前講座や啓発講座開催時に配布します。 

３：パンフレットを作成し、配布 

２：パンフレットを作成したが未配布 

１：パンフレット作成中 

０：パンフレットの作成に未着手 

Ａ：施策の認知度 50％以上・実施割合 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：施策の認知度 10％未満・実施割合 10％未満

※アンケート調査を継続して実施し確認 

進捗 

管理 
 

在宅医療廃棄物の適正処理

の推進 
No.25-2 市民 

 安全上、特に問題となる注射針など鋭利なものや感染性

のある在宅医療廃棄物は、原則として医療機関や販売業者

等を通じて専門業者に引渡します。 

３：より多くの市民が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知  

No.25-3 事業者 

 医療機関や薬局等の関係する事業者は、医療処置を行う

市民が安全かつ適正な廃棄物の排出を行えるように必要な

情報提供及び指導を行います。 

３：より多くの事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知  

【施策 26】 

資源ごみ持ち去り対策 

 

資源ごみ持ち去りの防止 

No.26-1 行政 

 希望する町内会等に対して、資源ごみ持ち去り禁止看板

を配布します。 

３：希望があった全地域に配布（希望なし含む）

２：希望があった一部地域に配布 

１：希望があった全地域に配布できなかった 

０：希望の確認ができなかった 

Ａ：希望が挙がらなかった 

Ｂ：希望数が前年度に比べ減少 

Ｃ：希望数が前年度と同程度 

※市内部にて確認 

進捗 

管理 
 

No.26-2 
市民 

事業者 

 資源ごみは地区ごとに決められた収集時間の直前に出

し、早く出しすぎないようにします。また、資源ごみは子

ども会や自治会、あるいはコミュニティ活動の資源回収に

出します。 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知  

【施策 27】※新施策 

危険なごみの分別、排出

方法の周知及び安全な処

理 

施設の安定稼働 

No.27-1 行政 

 モバイルバッテリーやカセットボンベ、スプレー缶など

発火の危険性のある危険なごみの適正な分別、排出方法を

周知します。 

３：周知した  

２：-  

１：- 

０：周知できなかった 

- 

周知  

No.27-2 
市民 

事業者 

 モバイルバッテリー、カセットボンベやスプレー缶など

発火の危険性がある危険なごみは適正に分別して、排出し

ます 

３：より多くの市民・事業者が実践している 

２：-  

１：- 

０：実践されていない 

- 

周知  

危険ごみの安全な処理 

No.27-3 行政 

 危険なごみの安全な処理方法を検討します。 ３：導入した 

２：検討した 

１：- 

０：検討できなかった 

- 

進捗 

管理 
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 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画における生活排水処理の施策の検討 

 

１．生活排水処理の施策の検討手順 

 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画（以下、「本計画」という。）における生活排水処理の

施策の検討手順は、以下に示すとおりです。 

 

１．検討手順の設定  

↓ 

２．現計画における生活排水処理の施策の継続可否の検討 

↓ 

３．生活排水処理の施策の構成の検討 

↓ 

４．生活排水処理の施策の内容の検討、決定（本計画での追加施策含む） 

 

２．現計画における生活排水処理の施策の実施状況の整理及び継続可否の検討 

 資料７において確認した生活排水処理形態別人口等の実績及び推計値と現計画目標値との比

較を踏まえて、現計画施策の継続可否等について検討を行います。 

 現計画における生活排水処理の施策の実施状況及び継続可否の検討結果は、次ページに示すと

おりです。 

 

資料６
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大区分 中区分 小区分 具体的な施策内容 実施状況 継続の可否 継続（内容一部変更）・廃止の理由 

１． 

生活排水の

処理計画 

（１） 

市民意識の向上 

家庭での取組推進 

No.1 

 情報提供を行うため、定期的に広報誌に掲載するとともに、

啓発チラシを作成・配布します。 

 公民館活動などの地域活動への支援として、担当職員を派遣

します。 

 広報誌への掲載 

 

 担当職員の派遣は未実施 

継続 

（一部内容変更）

・継続していく必要がある。 

水洗化の普及・啓発 

No.2-1 

 広報誌やホームページに水洗化の必要性を掲載し、公共下水

道への早期の接続や単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への

転換を促進します。（補助事業の実施） 

 広報誌、市ＨＰへの掲載及び補助事業の創設・継続 

・下水道接続促進補助制度の創設（平成 31 年 4 月～） 

令和 3 年度：330 件 3,300 万円 

令和 2 年度：243 件 2,430 万円 

令和元年度：132 件 1,320 万円 

・廿日市市合併処理浄化槽設置整備補助事業の継続実施

令和 3 年度：22 件 1,040 万 4,000 円 

令和 2 年度：32 件 1,542 万 4,000 円 

令和元年度：41 件 1,997 万 4,000 円 

 

継続 

・現計画の生活排水処理率の目標は達成したが、令

和 3 年度実績において、まだ人口の 22％が雑排

水未処理のため、今後も下水道への接続や合併処

理浄化槽への転換を更に推進する必要があるた

め。 

No.2-2 

 下水道の日には関連事業として啓発用品の配布や市民ロビ

ーへのパネル、ポスター展示等で啓発を行います。 

 下水道の日でのパネル、ポスター展示等による啓発 

継続 

・下水道水洗化人口があまり増加していないため。

（接続率の向上が課題） 

（2） 

浄化槽の適正管理 

浄化槽管理者の責務 

No.3 

 保守点検業者や清掃業者に対し、広島県との連携のもと、適

正な管理が確実に行われるよう指導していきます。 

 市ＨＰへの掲載（広島県ＨＰへのリンク含む） 
継続 

（一部内容変更）

・浄化槽管理者としての一般家庭の浄化槽設置世

帯主への啓発・指導についても記載する必要があ

るため。 

２． 

し尿・汚泥の

処理計画 

（１） 

排出抑制計画 

浄化槽に関する意識の向上 
No.4 

 保守点検業者や清掃業者に対し、広島県との連携のもと、適

正な管理が確実に行われるよう指導していきます。 

 市ＨＰへの掲載（広島県ＨＰへのリンク含む） 
廃止 

・内容が重複するので浄化槽管理者の責務と統合

する。 

浄化槽清掃業者の指導 
No.5 

 清掃業者に対し、適正な管理が確実に行われるよう指導して

いきます。 

 下水道経営課にて指導を実施 
継続 

・継続していく必要がある。 

（2） 

収集・運搬計画 

収集・運搬体制の維持 

No.6 

 浄化槽基数や汚泥排出状況を注視し、安定した収集・運搬が

行えるよう必要な対策を講じていくものとします。 

 将来にわたり安定したし尿収集体制の維持のために、

廿日市地域におけるし尿の収集運搬を委託とした。（令和

2 年 4 月～） 

継続 

・継続していく必要がある。 

収集・運搬許可業者指導 
No.7 

 し尿・浄化槽汚泥の排出状況を注視し、安定した収集・運搬

が行えるよう許可業者に指導していくものとします。 

 2 年に 1 度、許可業者に対して、許可更新検査を実施
継続 

・継続していく必要がある。 

（3） 

中間処理・ 終処分

計画 

し尿処理施設の適正管理 

No.8 

 定期検査により、安全・安心・安定したし尿等の処置を継続

して行います。 

 処理コストの削減を目的に、効率的な処理方式について検討

します。 

 3 年に 1 回、精密機能検査を実施 

 

 し尿処理施設定期点検を年に１回実施 
継続 

（一部内容変更）

・し尿等の処理量があまり減少せず、施設の稼働率

が高い状況にあるため、適正処理の継続が必要な

ため。 

・稼働後 20 年が経過したため、施設保全計画等の

立案が必要なため。 

・効率的な処理方法について具体的に検討する必

要があるため。 

安定した 終処分 

No.9 

 汚泥の焼却を確実に行い、安定した 終処分を継続していく

ものとします。 

 令和元年度から、処理汚泥は隣接するはつかいちエネ

ルギークリーンセンターへ搬入して焼却処理している。

（施設からの 終処分は発生しない） 

廃止 

（対応済み） 

－ 

３． 

その他の計画 

災害廃棄物対策 

No.10 

 「廿日市市地域防災計画」に従って処理等を行っていくもの

とします。 

 平成 28 年 3 月に「廿日市市災害廃棄物処理計画」を策

定 

継続 

（一部内容変更）

・災害発生時において、検討しておくべき具体的施

策を追加する。 

諸計画との関連 

No.11 

 公共下水道事業等に変更が生じた場合は、本計画への影響等

を整理・検討し、必要な計画見直しや対策を講じていくものと

します。 

－ 

継続 

－ 
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３．生活排水処理の施策の構成                            

（１）施策体系 

 本計画の生活排水処理の施策の施策体系は、現計画を参考に以下のとおりとし、中区分に

は国が積極的に取り組んでいるＳＤＧｓにおいて、どの目標に該当するかを整理しています。 

※ＳＤＧｓの 17 の目標は図１のとおりです。 

 

表１ 施策体系 

基本方針 施 策 

生活排水処理率の向上

による水環境の保全 

①市民・事業者の意識の向上 

②浄化槽の適正管理 

 

し尿・汚泥の適正処理

の継続 

①適正管理計画 

②収集運搬計画 

③中間処理・ 終処分計画 

④災害廃棄物処理計画 

 

引用：国際連合広報センターホームページ  

図１ ＳＤＧｓの 17 の目標  
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（２）ゼロカーボンシティ区分 

 本計画の生活排水処理の施策について、基本理念で掲げる「ゼロカーボンシティへの挑戦」

に関して、下記の区分に分けて整理します。 

【区分】 

①〔○〕 

生活排水処理の施策のうち、ゼロカーボンシティへの挑戦に関与する施策 

②〔◎〕 

生活排水処理の施策のうち、特にゼロカーボンシティへの挑戦に関与する施策 

 

（３）施策主体名 

 本計画の施策は、現計画と同様に、『市民』、『事業者』及び『行政』とします。 

 

４．生活排水処理の施策の内容 

（１）本計画での追加施策 

 本計画における生活排水処理の施策について、生活排水処理の現状や生活排水処理形態別

人口実績及び推計結果等を踏まえ、以下に示す施策を追加することとします。 

 

【重点施策】 

・し尿処理施設のあり方の検討 

  〔追加の理由〕 

   廿日市衛生センターの老朽化への対策やし尿処理のコスト低減、ゼロカーボンシティ

を目指すことを目的として、下水道投入施設への投入に向け施設の整備等について検

討する必要があります。 

 

【追加施策】 

・災害発生時におけるし尿の衛生処理（内容追加） 

  〔追加の理由〕 

   災害発生時に避難所等に仮設トイレを設置した場合は、廿日市市として災害廃棄物の

処理責任を有するため、衛生的にし尿の収集・処理が継続できるようにバキューム車

を確保するとともに、廿日市衛生センターが被災した場合の早期復旧に努める必要が

あります。 
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（２）本計画における生活排水処理の施策 

 これまでの検討結果を踏まえ設定した、本計画における生活排水処理の施策（概要・詳細）

は、以下に示すとおりです。 

 

表２ 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画における生活排水処理の施策（概要） 

基本方針 施策① 施策② 備考 

１． 

生活排水処理率の

向上による水環境

の保全 

（１）市民意識の向上 No.1 家庭での取組推進  

No.2 水洗化の普及・啓発  

（２）浄化槽の適正管理 No.3 浄化槽管理者の責務  

２． 

し尿・汚泥の適正

処理の継続 

（１）適正管理計画 No.4 浄化槽清掃業者への指導  

（２）収集・運搬計画 No.5 収集・運搬体制の維持  

No.6 収集・運搬許可業者への指導  

（３）中間処理・ 終処分 

   計画 

No.7 し尿処理施設の適正管理  

No.8 し尿処理施設のあり方検討 ■新施策 重点施策 

（４）災害廃棄物処理計画 No.9 災害発生時におけるし尿の衛生処理 ■内容追加 

３．その他の計画 No.10 諸計画との関連  
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表３ 第３次廿日市市一般廃棄物処理基本計画における生活排水処理の施策（詳細） 

基本方針 区分 施策 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

１． 

生活排水処

理率の向上

による水環

境の保全 

（１） 

市民意識の向

上 

【施策１】 

家庭での取組推進 

市民に対して、生活排水処

理に関する情報や実施施

策について周知し、認知度

を高める 

No.1-1 行政 
 情報提供を行うため、定期的に広報誌に掲載するとともに、啓発チラ

シを作成・配布します。 

３：作成・配布した 

２：- 

１：- 

０：作成・配布してしない 

Ａ：各施策の認知度 50％以上 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：各施策の認知度 10％以下 

※アンケート調査を実施し確認 

進捗 

管理 
○ 

生活排水に関心を持つこ

とで、水環境の保全に取組

む 

No.1-2 市民  地域の活動に参加し、家族みんなで水環境の保全に取り組みます。

－ － 

周知 ○ 

No.1-3 事業者  市民の地域活動に対して情報提供を行います。 

－ － 

周知 ー 

【施策２】 

水洗化の普及・啓発 

下水道への早期接続、合併

処理浄化槽の設置等の水

洗化について普及を促進

する 

No.2-1 行政 

 広報誌やホームページに水洗化の必要性を掲載し、公共下水道への

早期の接続や単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進しま

す。 

３：2 に加えて、他の方法でも周知 

２：広報誌及びホームページに掲載 

１：広報誌またはホームページのどちらかに掲載

０：掲載されていない 

Ａ：生活排水処理率が前年比 1.0％以上向上

Ｂ：生活排水処理率が前年比 0～1.0％向上 

Ｃ：生活排水処理率の変化なし 

※実態調査にて確認 

進捗 

管理 
ー 

No.2-2 行政 
 下水道の日には関連事業として啓発用品の配布や市民ロビーへのパ

ネル、ポスター展示棟で啓発を行います。 

３：2 に加えて、他の方法でも周知 

２：広報誌及びホームページに掲載 

１：広報誌またはホームページのどちらかに掲載

０：掲載されていない 

Ａ：生活排水処理率が前年比 1.0％以上向上

Ｂ：生活排水処理率が前年比 0～1.0％向上 

Ｃ：生活排水処理率の変化なし 

※実態調査にて確認 

進捗 

管理 
ー 

No.2-3 行政 
 下水道接続促進補助制度や廿日市市合併処理浄化槽設置整備補助事

業等の補助事業について、市民に周知・活用を啓発します。 

３：補助の利用件数が前年度比 30％以上増 

２：補助の利用件数が前年度比 15～30％増 

１：補助の利用件数が前年度比 0～15％増 

０：補助の利用がない 

Ａ：生活排水処理率が前年比 1.0％以上向上

Ｂ：生活排水処理率が前年比 0～1.0％向上 

Ｃ：生活排水処理率の変化なし 

※実態調査にて確認 

進捗 

管理 
ー 

No.2-4 市民 

 下水道処理区域内の世帯は早期に下水道に接続します。また、下水道

処理区域外でくみ取りトイレの世帯は水洗化を、単独処理浄化槽を使

っている世帯は合併処理処理浄化槽への転換を進めます。 

－ － 

周知 ー 

（２） 

浄化槽の適正

管理 

【施策３】 

浄化槽管理者の責務 

浄化槽の機能を維持する

ための法定点検、清掃及び

保守点検の実施を管理者

に徹底する No.3-1 行政 
 浄化槽を設置している世帯主及び事業者に対し、広島県との連携の

もと、適正な管理が確実に行われるよう指導していきます。 

３：2 に加えて、他の方法でも周知 

２：広報誌及びホームページに掲載 

１：広報誌またはホームページのどちらかに掲載

０：掲載されていない 

Ａ：法定検査（7 条検査、11 条検査）の実施

率 100％ 

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：法定検査（7 条検査、11 条検査）の実施

率 50％以下 

※清掃業者への許可更新検査時（2年に１回）

の聞き取りで確認 

周知 ー 

No.3-2 市民  浄化槽の管理の必要性について学び、適正な管理を行います。 

－ － 

周知 ー 
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基本方針 区分 施策 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

２． 

し尿・汚泥の

適正処理の

継続 

（１） 

適正管理計画 

【施策４】 

浄化槽清掃業者へ

の指導 

浄化槽の清掃に関して法

に基づく適正な汚泥の引

抜を指導し、適正な浄化槽

汚泥量の排出に努める 

No.4-1 行政 
 清掃業者に対し、適正な管理が確実に行われるよう指導していきま

す。 

３：指導を実施した 

２：- 

１：- 

０：指導していない 

Ａ：適正な頻度で浄化槽清掃を実施 50％以上

Ｂ：ＡとＣの間 

Ｃ：適正な頻度で浄化槽清掃を実施 10％以下

※清掃業者への許可更新検査時（2 年に１回）

の聞き取りで確認 

進捗 

管理 
ー 

No.4-2 清掃業者  浄化槽汚泥の適正な引き抜きを行います。 
－ － 

周知 ー 

（２） 

収集・運搬計画 

【施策５】 

収集・運搬体制の

維持 

減少が見込まれるし尿・浄

化槽汚泥の収集・運搬につ

いて、体制の在り方につい

て検討する 

No.5 行政 

 くみ取り便槽や浄化槽基数、汚泥排出状況を注視し、安定したし

尿・浄化槽汚泥の収集・運搬が行えるよう必要な対策を講じていく

ものとします。 

３：収集・運搬体制の必要な対策を講じた 

２：収集・運搬体制について具体的に検討中 

１：- 

０：収集・運搬体制の検討を実施していない 

Ａ：収集における月 大変動係数が減少 

Ｂ：収集における月 大変動係数の変化なし

Ｃ：収集における月 大変動係数が増加 

※衛生センター収集量実績にて確認 

進捗 

管理 
○ 

【施策６】 

収集・運搬業者へ

の指導 

搬入量の変動による、し尿

処理施設での不安定化の

抑制を目的とする 
No.6 行政 

 し尿・浄化槽汚泥の排出状況を注視し、し尿処理施設での安定処

理に支障をきたさないように、適切な収集・運搬が行えるように許

可更新検査（2年に1回）時に許可業者に指導していくものとしま

す。 

３：許可更新検査を実施し、指導を行った 

２：- 

１：- 

０：許可更新検査を実施していない 

Ａ：収集における月 大変動係数が減少 

Ｂ：収集における月 大変動係数の変化なし

Ｃ：収集における月 大変動係数が増加 

※衛生センター収集量実績にて確認 

進捗 

管理 
ー 

（３） 

中間・ 終処分 

計画 

【施策７】 

し尿処理施設の適

正管理 

し尿処理施設の老朽化対

策及び処理の効率化等を

実施することで適正処理

を継続する 

No.7-1 行政 

 廿日市衛生センターの精密機能検査により、安全・安心・安定した

し尿等の処置を継続して行います。 
３：精密機能検査を実施した（3 年に 1 回実施）

２：1～2 年前に精密機能検査を実施済み 

１：- 

０：3 年以上精密機能検査を実施していない 

Ａ：放流水質に基準値超過項目がない 

Ｂ：- 

Ｃ：放流水質に基準値超過項目がある 

※衛生センター放流水質分析結果にて確認 

進捗 

管理 
○ 

No.7-2 行政 

 処理コストの削減を目的に、効率的な処理方式について検討しま

す。 
３：効率的な処理方式の対策を実施した 

２：効率的な処理方式について具体的に検討中 

１：- 

０：効率的な処理方式の検討を実施していない 

Ａ：維持管理コストが昨年度比で削減 

Ｂ：維持管理コストが昨年度比で変化なし 

Ｃ：維持管理コストが昨年度比で増加 

※衛生センター維持管理費実績にて確認 

進捗 

管理 
○ 

No.7-3 行政 

 施設保全計画等を立案して計画的に設備を補修・更新することで、

今後も適正な処理を継続していきます。 
３：施設保全計画を作成（見直し）した 

２：- 

１：- 

０：施設保全計画を作成していない 

Ａ：放流水質に基準値超過項目がない 

Ｂ：- 

Ｃ：放流水質に基準値超過項目がある 

※衛生センター放流水質分析結果にて確認 

進捗 

管理 
○ 

【施策８】 

し尿処理施設のあ

り方検討 

し尿処理施設のあり方に

ついて検討する 

No.8 行政 

 廿日市衛生センターの老朽化への対策やし尿処理のコスト低減、

ゼロカーボンシティを目指すことを目的として、下水道処理施設へ

の投入に向け施設の整備等について検討します。また、整備検討の

際には、瀬戸法改正による水質管理についても対応を検討します。 

３：検討した整備方法を実施した 

２：整備方法について具体的に検討 

１：- 

０：整備方法の検討を実施していない 

Ａ：し尿処理コスト及び温室効果ガス排出量

の両方を低減 

Ｂ：し尿処理コストまたは温室効果ガス排出

量のどちらかを低減 

Ｃ：どちらも低減できていない 

※衛生センター運転管理実績にて確認 

進捗 

管理 
◎ 
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基本方針 区分 施策 
具体的な施策内容 管理 

区分 

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞ

ﾝｼﾃｨ

区分 目的 番号 主体名 内容 実施状況の判断基準 実施による効果 

２． 

し尿・汚泥の

適正処理の

継続 

（４） 

災害廃棄物処理 

計画 

【施策９】 

災害発生時におけ

るし尿の衛生処理 

災害時に避難場所等で発

生するし尿等の収集・処理

体制を構築する 

No.9-1 行政 

 衛生的にし尿の収集・処理が継続できるようにバキューム車を確保

します。 

３：市外を含めた複数の収集業者と災害時優先使

用の協定を締結した 

２：市内の複数の収集業者と災害時優先使用の協

定を締結した 

１：市内収集業者と災害時優先使用の協定を締結

した 

０：確保できていない 

－ 

進捗 

管理 
ー 

No.9-2 行政 

 廿日市衛生センターが被災した場合の早期復旧に努めます。また、

近隣市町及び関連業者の応援・協力が得られるように連携を図りま

す。 

３：近隣市町及び市内外の関連業者と災害廃棄物

処理（し尿）に関する協定を締結した 

２：近隣市町と災害廃棄物処理（し尿）に関する

協定を締結した 

１：市内の関連業者と災害廃棄物処理（し尿）に

関する協定を締結した 

０：確保できていない 

－ 

進捗 

管理 
ー 

No.9-3 行政 

 仮設トイレの不足が想定されるため、事前対策として災害時におけ

る仮設トイレ等の設置体制の整備を検討します。 

３：災害時の仮設トイレ等の設置体制を整備 

２：災害時の仮設トイレ等の設置方針を決定 

１：検討を実施した 

０：検討を実施していない 

－ 

進捗 

管理 
ー 

３． 

その他の計画 

【施策 10】 

諸計画との関連 

諸計画について関連部局

と連携する 
No.10 行政 

 公共下水道事業等に変更が生じた場合は、本計画への影響等を整

理・検討し、必要な計画見直しや対策を講じていくものとします。 

－ ー 進捗 

管理 
ー 
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生活排水処理に係る目標値及び生活排水処理形態別人口の推計について 

１．生活排水処理形態別人口実績と現計画推計値との比較 

１）生活排水処理形態別人口 

 生活排水処理形態別人口の令和３年度の実績と第２次廿日市市一般廃棄物処理基本計画（以下、

「現計画」という。）の目標年度である令和 4 年度の推計値を比較すると、合併処理浄化槽人口

が推計値と比較してそれほど減少せず、下水道人口の増加が推計値より小さくなっています。 

 この理由としては、管路の整備が完了した下水道処理区域において、下水道へ接続していない

合併処理浄化槽設置世帯が想定より多いことが一つの要因として推察されます。 

 

表-1 生活排水処理形態別人口実績の推移 

 

 

２）生活排水処理率 

 生活排水処理率については、現計画の令和４年度の目標値 72.8％と比較して、令和３年度実績

で 76.3％と現計画で掲げた目標値を達成しています。 

 

表-2 生活排水処理率の推移 

 

 

（各年10月1日）

平成29年度 平成30年度 令和元年 令和2年 令和3年
令和4年

（現計画推計値）

117,523 117,435 117,098 117,045 116,788 116,945

86,382 87,700 88,010 88,865 89,085 85,109

①コミュニティ・プラント 3,139 3,124 1,869 1,786 1,768 0

②合併処理浄化槽 25,698 23,913 23,520 23,050 19,315 10,932

③下水道 57,154 60,272 62,251 63,662 67,635 73,680

④農業集落排水施設 391 391 370 367 367 497

21,897 20,634 20,228 19,447 19,121 24,678

9,244 9,101 8,860 8,733 8,582 7,158

①くみ取りし尿人口 9,244 9,101 8,860 8,733 8,582 7,158

②自家処理人口 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0５．計画処理区域外人口

項目　　　　　　　　　年度

１．計画処理区域内人口

2．水洗化・生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

　　(単独処理浄化槽)

４．非水洗化人口

項目 計画処理区内人口
水洗化・

生活雑排水処理人口
生活排水処理率

年度 （人） （人） （％）

117,523 86,382 73.5

117,435 87,700 74.7

117,098 88,010 75.2

117,045 88,865 75.9

116,788 89,085 76.3

116,945 85,109 72.8

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度
(現計画目標値)

資料７



2 

 

２．し尿・浄化槽汚泥の搬入量実績と現計画推計値との比較 

１）し尿・浄化槽汚泥搬入量 

 し尿及び浄化槽汚泥の搬入量については、し尿は年々減少しているものの、合併処理浄化槽人

口があまり減少していないことにより、浄化槽汚泥の搬入量がほとんど減少していないため、搬

入量全体としては、前計画の令和 4 年度推計値 27,423kL/日（稼働率 75.1％）に対し、令和 3 年

度実績値で 33,261kL/日（稼働率 91.1％）となっており、搬入量は微減傾向ではありますが、施

設の稼働率は高い状況が継続しています。 

 

表-3 し尿及び浄化槽汚泥搬入量の推移 

 

 

２）し尿・浄化槽汚泥排出量原単位 

 し尿及び浄化槽汚泥の排出量原単位については、し尿及び浄化槽汚泥ともに、現計画との大き

な乖離は見られません。 

 

表-4 し尿及び浄化槽汚泥排出量原単位 

 

 

 

  

項目

し尿

搬入量 混入率 搬入量 稼働率

年度 kL/年 kL/年 ％ kL/年 kL/日 ％

6,053 28,849 82.7 34,902 95.6 95.6

5,729 29,149 83.6 34,878 95.6 95.6

5,511 29,578 84.3 35,089 96.1 96.1

5,286 28,285 84.3 33,571 92.0 92.0

5,234 28,026 84.3 33,261 91.1 91.1

5,462 21,961 80.1 27,423 75.1 75.1

平成30年度

搬入量 1日当たり搬入量
（365日平均）浄化槽汚泥

合計

平成29年度

※浄化槽汚泥の混入率はし尿及び浄化槽汚泥の搬入量合計に対する浄化槽汚泥の搬入割合を示す。

※稼働率は廿日市衛生センターの施設規模（100kL/日）に対する比率を示す。

令和4年
（前回計画推計値）

令和元年

令和2年

令和3年

※各搬入量は組合構成市町村の搬入量実績の合計を示す。

※浄化槽汚泥搬入量には農集排汚泥を含む。

し尿排出量原単位 浄化槽汚泥排出量原単位

年度 し尿収集量
くみ取り
し尿人口

原単位 年度 浄化槽汚泥 浄化槽人口 原単位

（kL/年） (人) (L/人･日) （kL/年） (人) (L/人･日)

1 5,511.03 8,860 1.70 1 29,578.45 45,987 1.76

2 5,285.85 8,733 1.66 2 28,285.28 44,650 1.74

3 5,234.45 8,582 1.67 3 28,026.17 40,571 1.89

1.68 1.80

2.09 1.89

平均値

令和4年度（現計画推計値）

平均値

令和4年度（現計画推計値）
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３．生活排水処理形態別人口等の推計結果について 

１）生活排水処理形態別人口推計結果 

 生活排水処理形態別人口の推計結果を以下に示します。 

 

表-5 生活排水処理形態別人口の推計結果 

 

 

 

図-1 生活排水処理形態別人口の推計結果 

 

R3 R4 R6 R8 R10 R12 R14

116,788 116,650 116,374 116,114 115,868 115,621 115,255

89,085 90,923 93,669 96,245 97,707 98,262 98,488

①コミュニティ・プラント 1,768 1,773 1,777 1,781 186 186 186

②合併処理浄化槽 19,315 18,568 17,005 15,498 14,786 14,795 15,050

③下水道 67,635 70,222 74,541 78,634 82,417 82,977 82,964

④農業集落排水施設 367 360 346 332 318 304 288

19,121 17,672 15,507 13,532 12,307 11,712 11,293

8,582 8,055 7,198 6,337 5,854 5,647 5,474

①くみ取りし尿人口 8,582 8,055 7,198 6,337 5,854 5,647 5,474

②自家処理人口 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

年度 実　績 推　計

項目

1．計画処理区域内人口

2．水洗化・生活雑排水処理人口

3．水洗化・生活雑排水未処理人口

　　(単独処理浄化槽)

4．非水洗化人口

5．計画処理区域外人口

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

実 績 推 計

人
口

（
人

）

年度

コミュニティ・プラント 合併処理浄化槽 下水道

農業集落排水施設 単独処理浄化槽 くみ取りし尿
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２）生活排水処理処理率 

 生活排水処理率の推計結果を以下に示します。 

 

表-6 生活排水処理形態別人口の推計結果 

 

 

３）し尿及び浄化槽汚泥の処理量 

 し尿及び浄化槽汚泥の処理量の推計結果を以下に示します。 

 

表-7 し尿及び浄化槽汚泥の処理量の推計結果 

 

 

  

項目 計画処理区内人口
水洗化・

生活雑排水処理人口
生活排水処理率

年度 （人） （人） （％）

116,788 89,085 76.3

116,512 92,304 79.2

115,868 97,707 84.3

115,255 98,488 85.5

令和3年度

令和5年度

令和10年度

令和14年度

単位：kL/日

備　考

単独処理 合併処理 農集排 コミプラ 計

令和 1 15.1 20.3 81.0 96.1

2 14.5 19.1 77.5 92.0

3 14.3 21.1 76.8 91.1

4 13.5 18.2 45.1 0.9 4.3 68.5 82.0

5 12.8 17.1 43.2 0.9 4.3 65.5 78.3

6 12.1 16.0 41.3 0.8 4.3 62.4 74.5

7 11.3 14.9 39.5 0.8 4.3 59.5 70.8

8 10.6 13.9 37.7 0.8 4.3 56.7 67.3

9 10.2 13.2 36.5 0.8 0.5 51.0 61.2

10 9.8 12.7 35.9 0.8 0.5 49.9 59.7

11 9.6 12.3 35.7 0.8 0.5 49.3 58.9

12 9.5 12.1 36.0 0.7 0.5 49.3 58.8

13 9.4 11.8 36.2 0.7 0.5 49.2 58.6

14 9.2 11.6 36.6 0.7 0.5 49.4 58.6

年度
し尿

浄化槽汚泥

計　画　平　均　処　理　量

合 計

推
　
　
　
　
　
計

実

績

60.8

58.3

55.7
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４．生活排水処理における目標 

  

 

 

 本計画における基本理念の達成及び基本方針を踏まえて、下水道への早期接続及び合併処理浄

化槽の設置・転換等を推進することで、生活排水処理率の目標値は、令和 3 年度の 76.3％に対し

て、令和 14 年度において 85.5％を目指すものと設定します。 

 

 

 

 

 

〔目標値〕生活排水処理率：85.5％ 


